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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂からなる長尺フィルム原反を供給する長尺フィルム原反供給工程、前記長
尺フィルム原反を幅手方向に対して０°より大きく９０°未満の方向に斜め延伸する斜め
延伸工程、及び、前記斜め延伸工程後の長尺延伸フィルムを巻き取る工程を有する長尺延
伸フィルムの製造方法であって、
　前記長尺フィルム原反供給工程では、前記斜め延伸工程後の長尺延伸フィルムの巻取り
方向とは異なる方向から前記長尺フィルム原反を供給し、
　前記斜め延伸工程では、供給された長尺フィルム原反の両端部を把持具により把持しな
がら搬送し、把持状態を保持したまま搬送方向を変えて、一方の把持部と他方の把持部の
移動距離を異ならせることで、前記長尺フィルム原反を巻取方向に対して０°より大きく
９０°未満の斜め方向に延伸し、
　前記長尺フィルム原反供給工程においては、前記斜め延伸工程において発生するボウイ
ングに対して、逆の方向のボウイングを有する長尺フィルム原反を供給し、
　前記長尺フィルム原反は、前記斜め延伸工程において発生するボウイングに対して、逆
方向のボウイングを発生させる工程を経て、その後巻き取られることなく、直接連続的に
前記斜め延伸工程に供給され、
　前記逆方向のボウイングを発生させる工程は、前記斜め延伸工程を行う斜め延伸ゾーン
の前のゾーンとして、横延伸ゾーンを含む複数のゾーンを備え、前記横延伸ゾーンの下流
側のゾーンの温度が、前記横延伸ゾーンの上流側のゾーンの温度より低くすることを特徴
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とする長尺延伸フィルムの製造方法。
【請求項２】
　前記長尺延伸フィルムは、斜め延伸後のボウイング量が－１．０％以上＋１．０％以下
であることを特徴とする請求項１に記載の長尺延伸フィルムの製造方法。
【請求項３】
　前記長尺延伸フィルムの下記式で表される面内リターデーションＲｏ（５５０）が、１
００～１６０ｎｍであり、
　長尺延伸フィルムの幅手方向に対する遅相軸の角度である配向角θが、４０～５０°で
あることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の長尺延伸フィルムの製造方法。
　　　Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　なお、ｎｘは、前記長尺延伸フィルムの面内の遅相軸方向における波長５５０ｎｍの光
に対する屈折率を表し、ｎｙは、前記長尺延伸フィルムの面内の前記ｎｘに垂直な方向に
おける波長５５０ｎｍの光に対する屈折率を表し、ｄは前記長尺延伸フィルムの厚さ（ｎ
ｍ）を表す。
【請求項４】
　請求項１～３の何れか１項に記載の製造方法により得られた長尺延伸フィルムを、長尺
偏光フィルムと貼り合わせることを特徴とする円偏光板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、長尺延伸フィルムの製造方法、及び円偏光板の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　樹脂を延伸してなる延伸フィルムは、その光学異方性を利用して、各種画像表示（ディ
スプレイ）装置において様々な光学的機能を果たす光学フィルムとして用いられている。
このような延伸フィルムは、例えば、液晶表示装置において、着色防止や視野角拡大など
の光学補償などのための光学補償フィルムとして用いられることが知られている。また、
前記延伸フィルムは、偏光子と貼り合わせることで、偏光板保護フィルムを兼ねた位相差
フィルムとして用いられることが知られている。
【０００３】
　一方、近年では、新たなディスプレイ装置として、有機エレクトロルミネッセンス（有
機ＥＬ）表示装置のような自発光型の表示装置が注目されている。自発光型表示装置は、
バックライトが常に点灯している液晶表示装置に対して消費電力を抑制できる余地がある
。さらに、有機ＥＬ表示装置のような、各色に対応した光源がそれぞれ点灯する自発光表
示装置は、コントラスト低減の要因となりうるカラーフィルタを設置する必要がない。こ
のため、有機ＥＬ表示装置などの自発光表示装置は、液晶表示装置より、コントラストを
高めることが可能である。しかしながら、有機ＥＬ表示装置には、画像のコントラストを
低下させる要因もある。具体的には、有機ＥＬ表示装置は、光の取り出し効率を高めるた
め、有機ＥＬ表示装置の画像表示部（ディスプレイ）の背面側にアルミニウム板等の反射
体が設けられる。このため、ディスプレイに入射した外光が、この反射体で反射されるこ
とで画像のコントラストを低下させる問題がある。そのため、外光反射防止による明暗コ
ントラスト向上のために、該延伸フィルムと偏光子とを貼り合わせた円偏光板を、ディス
プレイに表面側に用いることが知られている。
【０００４】
　上記の円偏光板は、偏光子の透過軸に対して、該延伸フィルムの面内遅相軸を所望の角
度で傾斜するような配置で、該延伸フィルムを貼り合わせて製造される。
【０００５】
　このような円偏光板は、一般的には、偏光子に、該延伸フィルムを１枚ずつ貼り合わせ
るバッチ式で製造することになる。具体的には、まず、一般的な偏光子（偏光フィルム）
は、搬送方向に高倍率延伸することで得られるもので、その透過軸が搬送方向と一致して
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いる。また、従来の位相差フィルムは、縦延伸、又は横延伸で製造された延伸フィルムで
あり、原理的に面内の遅相軸がフィルムの長尺方向に対し０°または９０°方向になる。
これらのことから、上記のように、偏光子の透過軸と延伸フィルムの遅相軸とを所望の角
度に傾斜させるためには、長尺の偏光フィルム及び長尺の延伸フィルムの少なくとも一方
のフィルムを、特定の角度で切り出す必要がある。そして、切り出したフィルムを一枚ず
つ、もう一方のフィルムに貼り合わせるバッチ式で行わざるを得ず、生産性の悪化や切り
屑等の付着による製品の歩留まりの低下が問題として挙げられていた。
【０００６】
　これに対し、所望の角度で斜め方向に延伸し、遅相軸がフィルムの長尺方向に対し、０
°でも９０°でもない方向に自在に制御可能な長尺の延伸フィルムの製造方法が種々提案
されている（例えば、特許文献１～３参照。）。これらの方法では、樹脂フィルムを延伸
後のフィルム巻取り方向と異なる方向から繰出して、該樹脂フィルムの両端部を一対の把
持具によって把持して搬送しながら、その搬送方向を変える際に一方の把持部と他方の把
持部との移動距離を異ならせることで、前記樹脂フィルムを斜め延伸する。そうすること
で、その長手方向に対して０°を超え９０°未満の所望の角度に遅相軸を有する長尺状の
延伸フィルムを製造している。このような長尺方向に対して遅相軸が傾斜した延伸フィル
ムを使用することにより、従来のバッチ式の貼り合せではなく、長尺の偏光フィルムと延
伸フィルムをロール・トウ・ロールで貼り合わせて円偏光板を製造することが可能になる
。このことから、生産性は飛躍的に向上し、歩留まりも大幅に改善することができる。
【０００７】
　ところが、このような方法で得られた延伸フィルムを、有機ＥＬ表示装置のような非常
にコントラストの高いディスプレイ装置に用いられる円偏光板用の光学フィルムとして用
いた場合に、製造されたディスプレイ装置によって、外光反射による色味がわずかに異な
るという現象が観察された。具体的には、延伸フィルムの幅手方向の中心部付近の領域を
用いて製造された円偏光板を備えたディスプレイ装置と、延伸フィルムの幅手方向の端部
付近の領域を用いて製造された円偏光板を備えたディスプレイ装置とで、外光反射による
色味がわずかに異なるという現象が観察された。このような問題は、大型のディスプレイ
装置においては画面中心部と端部における色味の不一致の原因となる。また、小型ディス
プレイ装置に用いられた場合には、製品毎に色味特性が一致しない原因となる。このため
、改善が必要である。
【０００８】
　これらの問題の要因を検討した結果、上述の斜め延伸を行う際にフィルムに発生するボ
ウイング現象と呼ばれる現象が原因となっていることが突き止められた。
【０００９】
　上述のような斜め延伸において、フィルムが繰出方向に対して斜め方向に延伸される部
分における、フィルムに係る機械的な収縮力を図１に模式的に示す。フィルムの繰出方向
（搬送方向）から搬送されたフィルム２には、図１に示すように、斜め延伸部１で斜め延
伸されることで、機械的な収縮力３が働くこととなる。
【００１０】
　このとき、上記フィルムの繰出方向に対する機械的な収縮に対して、樹脂フィルムの収
縮の速度が追いつけず、樹脂フィルムは繰り出し方向（搬送方向）に対して弛緩すること
となる。このため、フィルムは繰出側（搬送方向の上流側）に凸型のボウイング現象、即
ちフィルム面内の遅相軸が曲線状となり、遅相軸方向が幅手で不均一になる現象が発生し
ていた。すなわち、延伸フィルムの中央部付近と端部付近の領域で遅相軸の向き（配向角
）が異なってしまう現象が発生していた。
【００１１】
　下記特許文献１～３には、幅手方向の膜厚の均一性、幅手方向の位相差値の均一性の改
善が開示されている。しかしながら、下記特許文献１～３に記載の発明では、ボウイング
現象については認識されておらず、幅手方向の遅相軸（配向角）の均一性については十分
であるとは言えなかった。
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【００１２】
　一方、延伸フィルムにおけるボウイング現象の抑制については、幅方向の一軸延伸機に
おいて、フィルム予熱時と延伸時の温度を制御することにより、ボウイングの発生を抑え
ることが考案されている（例えば、特許文献４参照。）。
【００１３】
　下記特許文献４に記載の発明のように、フィルム予熱時と延伸時の温度を制御すること
でボウイングの発生を抑えることは、横方向あるいは縦方向に一軸延伸する際には有効な
手法ではある。しかしながら、下記特許文献４に記載の発明のような上述の斜め方向への
延伸では、機械的な繰り出し方向への収縮が原因となり発生するものであり、フィルムの
温度制御だけではボウイング現象の発生を十分に抑制することはできなかった。
【００１４】
　その結果、得られた延伸フィルムを用いて円偏光板を製造した場合において、ディスプ
レイ装置の色味の不均一を十分に抑制することができず、改善が必要であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２００８－８０６７４号公報
【特許文献２】特開２００９－７８４７４号公報
【特許文献３】特開２０１０－１７３２６１号公報
【特許文献４】特開２００５－２５４８１２号公報
【発明の概要】
【００１６】
　本発明の目的は、前記の事情に鑑み、フィルムを斜め方向に延伸する際にボウイング現
象の発生を抑制し、幅手方向において遅相軸の傾斜方向が均一な長尺延伸フィルムの製造
方法、及びその長尺延伸フィルムを用いた円偏光板の製造方法を提供するものである。
【００１７】
　本発明の上記目的は以下の構成により達成される。
【００１８】
　本発明の一局面は、熱可塑性樹脂からなる長尺フィルム原反を供給する長尺フィルム原
反供給工程、前記長尺フィルム原反を幅手方向に対して０°より大きく９０°未満の方向
に斜め延伸する斜め延伸工程、及び、前記斜め延伸工程後の長尺延伸フィルムを巻き取る
工程を有する長尺延伸フィルムの製造方法であって、前記長尺フィルム原反供給工程では
、前記斜め延伸工程後の長尺延伸フィルムの搬送方向とは異なる方向から前記長尺フィル
ム原反を供給し、前記斜め延伸工程では、供給された長尺フィルム原反の両端部を把持具
により把持しながら搬送し、把持状態を保持したまま搬送方向を変えて、一方の把持部と
他方の把持部の移動距離を異ならせることで、前記長尺フィルム原反を巻取方向に対して
０°より大きく９０°未満の斜め方向に延伸し、前記長尺フィルム原反供給工程において
は、前記斜め延伸工程において発生するボウイングに対して、逆の方向のボウイングを有
する長尺フィルム原反を供給することを特徴とする長尺延伸フィルムの製造方法である。
【００１９】
　本発明の他の一局面は、前記長尺延伸フィルムの製造方法により得られた長尺延伸フィ
ルムを、長尺偏光フィルムと貼り合わせることを特徴とする円偏光板の製造方法である。
【００２０】
　本発明の目的、特徴、局面、及び利点は、以下の詳細な記載と添付図面によって、より
明白となる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】図１は、斜め延伸時にフィルム搬送方向に加わる収縮力を表現した模式図である
。
【図２】図２は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの模式図で
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ある。
【図３】図３は、本発明の実施形態に係る製造方法の一例（長尺フィルム原反ロールから
繰り出してから斜め延伸する例）を示す概略図である。
【図４】図４は、本発明の実施形態に係る製造方法の一例（長尺フィルム原反を巻き取ら
ずに連続的に斜め延伸する例）を示す概略図である。
【図５】図５は、本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムを用
いた有機ＥＬ表示装置の一例を示す断面図である。
【図６】図６は、実施例で用いた斜め延伸テンターの模式図である。
【図７】図７は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部に
おける曲線形状を一定に保持する機構の一具体例を示す概略図である。
【図８】図８は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部に
おける曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【図９】図９は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部に
おける曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【図１０】図１０は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲
部における曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【図１１】図１１は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲
部における曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【図１２】図１２は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲
部における曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明を実施するための形態について詳細に説明するが、本発明は、これらに限
定されるものではない。
【００２３】
　本発明者等は、上記目的を達成するために検討した結果、斜め延伸処理を用いた遅相軸
が傾斜した長尺延伸フィルムの製造方法において、長尺フィルム原反に、斜め延伸工程で
発生するボウイングに対して逆方向のボウイングをあえて付与することで、上記目的が達
成できることを見出した。そして、さらに検討を進め、これらの知見に基づいて本発明を
完成するに至った。
【００２４】
　即ち、本発明に係る実施態様は、熱可塑性樹脂からなる長尺フィルム原反を供給する長
尺フィルム原反供給工程、前記長尺フィルム原反を幅手方向に対して０°より大きく９０
°未満の方向に斜め延伸する斜め延伸工程、及び、斜め延伸工程後の長尺延伸フィルムを
巻き取る工程を有する長尺延伸フィルムの製造方法であって、前記長尺フィルム原反供給
工程では、前記斜め延伸工程直後の長尺延伸フィルムの搬送方向とは異なる方向から前記
長尺フィルム原反を供給し、前記斜め延伸工程では、供給された長尺フィルム原反の両端
部を把持具により把持しながら搬送し、把持状態を保持したまま搬送方向を変えて、一方
の把持部と他方の把持部の移動距離を異ならせることで、前記長尺フィルム原反を巻取方
向に対して０°より大きく９０°未満の斜め方向に延伸する工程であり、前記長尺フィル
ム原反供給工程においては、前記斜め延伸工程において発生するボウイングに対して、逆
の方向のボウイングを有する長尺フィルム原反を供給することを特徴とする長尺延伸フィ
ルムの製造方法である。
【００２５】
　なお、上記におけるボウイングの方向とは、長尺方向における方向を表している。即ち
、本実施形態においては、斜め延伸工程において発生するボウイングが搬送方向の上流側
（長尺フィルム原反の供給側）に対して凸の弓型形状を呈する場合には、前記長尺フィル
ム原反供給工程において供給する長尺フィルム原反は、搬送方向の下流側（長尺延伸フィ
ルムの巻取り側）に凸の弓型形状を有するものとすることを表す。
【００２６】
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　このような構成によれば、斜め延伸を行う際のボウイングの発生を効果的に抑制し、遅
相軸傾斜角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムの製造方法を提供することができる
。また、このような製造方法により得られた長尺延伸フィルムを用いれば、長尺状の偏光
フィルムとロール・トゥ・ロールで貼り合わせることで、円偏光板を得ることができる。
このため、生産性や歩留まりを大幅に改善できるとともに、得られた円偏光板を用いたデ
ィスプレイ装置においては、優れた色味の均一性を示す。
【００２７】
　以下において本発明を、適宜図面を参照して具体的に説明する。
【００２８】
　＜長尺延伸フィルムの製造方法＞
　本実施形態に係る長尺延伸フィルムの製造方法は、長尺フィルム原反を斜め延伸するこ
とによって、フィルムの延長方向に対して任意の角度に面内遅相軸を付与する長尺延伸フ
ィルムの製造方法である。
【００２９】
　なお、ここで長尺とは、フィルムの幅に対する、フィルムの長さが、少なくとも５倍程
度以上のことを指し、１０倍以上であることが好ましい。すなわち、長尺フィルムとは、
フィルムの幅に対して、少なくとも５倍程度以上の長さを有するフィルムを指す。また、
長尺フィルムは、具体的には、ロール状に巻回されて、フィルムロールとして、保管又は
運搬される程度の長さを有するものである。長尺のフィルムの製造方法では、フィルムを
連続的に製造することにより、所望の任意の長さにフィルムを製造しうる。
【００３０】
　また、長尺延伸フィルムの製造方法は、長尺フィルム原反を製膜した後に一度巻芯に巻
き取り、巻回体（フィルムロール）にしてから、フィルムロールから長尺フィルム原反を
繰り出して、斜め延伸工程に供給するようにしてもよい。また、製膜後の長尺フィルム原
反を巻き取ることなく、製膜工程から長尺フィルム原反を連続して斜め延伸工程に供給し
てもよい。製膜工程と斜め延伸工程とを連続して行うことは、延伸後の膜厚や光学値の結
果をフィードバックして製膜条件を変更し、所望の長尺延伸フィルムを得ることができる
ので好ましい。
【００３１】
　具体的には、長尺延伸フィルムの製造方法は、以下のような方法が挙げられる。
【００３２】
　まず、長尺フィルム原反は、熱硬化性樹脂からなるフィルム材料を製膜後、一旦巻き取
って、ロール状の長尺フィルム原反とされた後に、再度繰り出すことで供給されるもので
あり、フィルム材料は、ロール状の長尺フィルム原反とされる前に、斜め延伸工程におい
て発生するボウイングに対して、同一方向のボウイングを発生する条件で製造されたもの
であることが好ましい。
【００３３】
　そうすることによって、ロール状の長尺フィルム原反を製造する際に、発生したボウイ
ングが、ロール状の長尺フィルム原反を繰り出す際、巻き取り方向とは、反対の方向に繰
り出されるので、長尺フィルム原反供給工程において、斜め延伸工程において発生するボ
ウイングに対して、逆の方向のボウイングを有するボウイングを有する長尺フィルムを、
連続的に供給することができる。すなわち、斜め延伸を行う際のボウイングの発生を効果
的に抑制し、遅相軸傾斜角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムを、より容易に製造
することができる。
【００３４】
　また、他の方法として、以下のような方法が挙げられる。
【００３５】
　長尺フィルムは、斜め延伸工程において発生するボウイングに対して、逆方向のボウイ
ングを発生させる工程を経て、その後巻き取られることなく斜め延伸工程に供給されるこ
とが好ましい。
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【００３６】
　そうすることによって、長尺フィルム原反供給工程において、斜め延伸工程において発
生するボウイングに対して、逆の方向のボウイングを有するボウイングを有する長尺フィ
ルムを、連続的に供給することができる。すなわち、斜め延伸を行う際のボウイングの発
生を効果的に抑制し、遅相軸傾斜角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムを、より容
易に製造することができる。
【００３７】
　なお、逆方向のボウイングを発生させる工程については、後述する。
【００３８】
　本実施形態に係る長尺延伸フィルムの製造方法では、フィルムの幅手方向に対して０°
を超え９０°未満の角度に遅相軸を有する長尺延伸フィルムを製造する。ここで、フィル
ムの幅手方向に対する角度とは、フィルム面内における角度である。遅相軸は、通常延伸
方向又は延伸方向に直角な方向に発現するので、本実施形態に係る製造方法では、フィル
ムの延長方向（長手方向）に対して０°を超え９０°未満の角度で延伸を行うことにより
、かかる遅相軸を有する長尺延伸フィルムを製造しうる。
【００３９】
　長尺延伸フィルムの延長方向（長手方向）と遅相軸とがなす角度、すなわち配向角は、
０°を超え９０°未満の範囲で、所望の角度に任意に設定することができるが、より好ま
しくは１０°～８０°、さらに好ましくは４０°～５０°であり、具体例としては４５°
とすることができる。
【００４０】
　＜長尺フィルム原反の製造方法＞
　長尺延伸フィルムを作成するために用いられる長尺フィルム原反は、公知の方法、例え
ば、溶液キャスト成形法、押出成形法、インフレーション成形法などによって得ることが
できる。これらのうち、溶液キャスト成形法は、フィルムの平面性、透明度に優れるので
、好ましい。また、押出成形法は、斜め延伸後の厚み方向のリターデーションＲｔを小さ
くすることが容易となり、残留揮発性成分量が少なくフィルムの寸法安定性にも優れるの
で、好ましい。この長尺フィルム原反は、単層若しくは２層以上の積層フィルムであって
もよい。積層フィルムは、共押出成形法、共流延成形法、フィルムラミネイション法、塗
布法などの公知の方法で得ることができる。これらのうち、共押出成形法、共流延成形法
が好ましい。
【００４１】
　本実施形態では、延伸に供給される長尺フィルム原反の流れ方向の厚みムラσｍは、後
述する斜め延伸テンター入口でのフィルムの引取張力を一定に保ち、配向角やリターデー
ションといった光学特性を安定させる観点から、０．３０μｍ未満、好ましくは０．２５
μｍ未満、さらに好ましくは０．２０μｍ未満であることが好ましい。長尺フィルム原反
の流れ方向の厚みムラσｍが大きすぎると、長尺延伸フィルムのリターデーションや配向
角といった光学特性のバラツキが顕著に悪化する傾向がある。
【００４２】
　長尺フィルム原反の流れ方向の厚みムラσｍを上記範囲とするためには、押出成形法の
場合は、冷却ドラムに密着させる時の溶融状態の熱可塑性樹脂を安定な状態に保つ方法に
より達成可能である。あえて一例を挙げるとすれば、特開２００４－２３３６０４号公報
に記載の方法で達成可能である。具体的には、１）溶融押出法で長尺フィルム原反を製造
する際に、ダイスから押し出されたシート状の熱可塑性樹脂を５０ｋＰａ以下の圧力下で
冷却ドラムに密着させて引き取る方法；２）溶融押出法で長尺フィルム原反を製造する際
に、ダイス開口部から最初に密着する冷却ドラムまでを囲い部材で覆い、囲い部材からダ
イス開口部又は最初に密着する冷却ドラムまでの距離を１００ｍｍ以下とする方法；３）
溶融押出法で長尺フィルム原反を製造する際に、ダイス開口部から押し出されたシート状
の熱可塑性樹脂より１０ｍｍ以内の雰囲気の温度を特定の温度に加温する方法；４）関係
を満たすようにダイスから押し出されたシート状の熱可塑性樹脂を５０ｋＰａ以下の圧力
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下で冷却ドラムに密着させて引き取る方法；５）溶融押出法で長尺フィルム原反を製造す
る際に、ダイス開口部から押し出されたシート状の熱可塑性樹脂に、最初に密着する冷却
ドラムの引取速度との速度差が０．２ｍ／ｓ以下の風を吹き付ける方法；が挙げられる。
【００４３】
　また、長尺フィルム原反として、幅方向の厚み勾配を有するフィルムが供給されてもよ
い。延伸が完了した位置におけるフィルム厚みを最も均一なものとしうるような長尺フィ
ルム原反の厚みの勾配は、実験的に厚み勾配を様々に変化させたフィルムを延伸すること
により、経験的に求めることができる。長尺フィルム原反の厚みの勾配は、例えば、厚み
の厚い側の端部の厚みが、厚みの薄い側の端部よりも０．５～３％程度厚くなるように調
整することができる。
【００４４】
　長尺フィルム原反の幅は、特に限定されないが、５００～４０００ｍｍ、好ましくは１
０００～２０００ｍｍとすることができる。また、長尺フィルム原反の総膜厚は、特に限
定されないが、２０～４００μｍ、好ましくは２０～２００μｍの範囲内であることが好
ましい。
【００４５】
　長尺フィルム原反の斜め延伸時の延伸温度での好ましい弾性率は、ヤング率で表して、
０．０１ＭＰａ以上５０００ＭＰａ以下、さらに好ましくは０．１ＭＰａ以上５００ＭＰ
ａ以下である。弾性率が低すぎると、延伸時・延伸後の収縮率が低くなり、シワが消えに
くくなる傾向がある。また、弾性率が高すぎると、延伸時にかかる張力が大きくなり、フ
ィルムの両側縁部を保持する部分の強度を高くする必要が生じ、後工程のテンターに対す
る負荷が大きくなる傾向がある。
【００４６】
　斜め延伸の際には、図１に示すように、フィルムの繰出方向に対して機械的な収縮力３
が働く。これに対して、フィルムの収縮速度が追いつけずにフィルム幅手方向における中
央部に弛緩が発生するため、搬送方向の上流側に凸型のボウイングが発生する。
【００４７】
　上述の搬送方向の上流側に凸型に形成したボウイングを解消するためには、搬送方向の
下流側に凸型のボウイングが形成された長尺フィルム原反を用いる必要がある。
【００４８】
　なお、例えば、特許文献４に記載の発明のようにフィルム予熱時と延伸時の温度、及び
フィルム延伸時の温度と延伸直後の温度を制御することでボウイングの発生を抑えること
は、横方向あるいは縦方向に一軸延伸する際には有効な手法ではある。しかしながら、斜
め方向への延伸について言えば、上述の通り、フィルムの繰出方向に対して収縮する力が
大きいためにフィルムの温度制御だけではボウイングの発生を抑制するには不十分である
。
【００４９】
　本実施形態では、長尺フィルム原反は、斜め延伸工程に供給される際に、図２に示すよ
うな、予め搬送方向下流側に凸型のボウイング１３－１を持つように製造されることが望
ましい。
【００５０】
　逆方向のボウイングを発生させる工程としては、斜め延伸工程において発生するボウイ
ングに対して、逆方向のボウイングを発生させることができれば、特に限定されない。具
体的には、例えば、後述する、長尺フィルム原反に搬送方向の下流側に凸型のボウイング
を持たせる方法等が挙げられる。
【００５１】
　長尺フィルム原反に搬送方向の下流側に凸型のボウイングを持たせる方法としては、長
尺フィルム原反を横延伸テンターあるいは縦延伸テンターにおいて、フィルム延伸時と延
伸直後の温度を制御して横延伸あるいは縦延伸してやるといった方法が挙げられる。具体
的には、比較的高い温度で延伸すると、搬送方向の上流側に凸型のボウイングが発生しや
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すくなるため、温度条件を調整することでボウイング発生の程度を調整することが可能と
なる。また、延伸工程後に再加熱領域を設け、テンター搬送しながら加熱することで、搬
送方向の上流側に凸型のボウイングを発生させることも可能である。このように搬送方向
の上流側に凸型のボウイングを有するフィルムを一度巻取り、再度繰り出して長尺フィル
ム原反として用いることで、搬送方向の下流側に凸型のボウイングを有する長尺フィルム
原反を斜め延伸工程に供給することが可能である。また、搬送方向に複数設けたニップロ
ールの速度差を利用して縦延伸する方法において、ニップロールを幅手方向に分割し、幅
手方向の回転速度が異なるニップロールとすることで、任意のボウイングを発生すること
が可能である。
【００５２】
　また、フィルムを加熱しながら地面と垂直な方向にテンター搬送する領域を設けること
で、任意のボウイングを発生することも可能である。例えば、搬送方向の下流側が下側を
向くようにして高温条件下でテンター搬送した場合は、搬送方向の下流側に凸型のボウイ
ングが発生し易くなり、逆に搬送方向の下流側が上側を向くようにして高温条件下でテン
ター搬送した場合は、搬送方向の上流側に凸型のボウイングが発生し易くなる。
【００５３】
　なお、本発明における斜め延伸により発生するボウイング量の定義及び解析方向につい
ては、実施例で図６を用いて詳述するものとする。
【００５４】
　但し、本発明におけるボウイング量の測定方法としては、特に限定はなく、フィルムの
幅手方向の少なくとも複数個所における遅相軸の向きを測定することでボウイング量を算
出することも可能である。また、斜め延伸前のフィルム表面の幅手方向の複数個所にマー
キングを行い、斜め延伸後にその位置を検出することで簡易的にボウイング量を算出する
ことができる。
【００５５】
　なお、長尺フィルムのボウイング量は、搬送方向の下流側（長尺延伸フィルムの巻取り
側）に凸のボウイングを＋（プラス）とし、搬送方向の上流側に凸のボウイングを－（マ
イナス）とする。
【００５６】
　また、長尺フィルム原反におけるボウイング量も同様の方法で測定が可能である。なお
、長尺フィルム原反におけるボウイング量は、搬送方向における同一位置の端部を結んだ
直線に対して、フィルム中心部の樹脂がどの程度ずれたかをボウイング量とする。その場
合、上記と同様に、フィルム中心部の樹脂が搬送方向下流側にずれる場合を＋（プラス）
、搬送方向の上流側にずれる場合を－（マイナス）として表す。
【００５７】
　長尺フィルム原反を製膜した後に、製膜後のフィルム原反を巻き取ることなく連続して
斜め延伸工程に供給する場合は、長尺フィルム原反を製膜した後に、搬送方向の下流側に
凸型のボウイングを付与するために上述の方法で横延伸あるいは縦延伸を行い、その後に
連続して斜め延伸工程に供給すればよい。
【００５８】
　また、長尺フィルム原反を製膜した後に一度巻芯に巻取った後に巻回体にしてから斜め
延伸工程に供給する場合は、長尺フィルム原反を製膜した後に、横延伸あるいは縦延伸に
て搬送方向の上流側に凸型のボウイングを付与した後に巻芯に巻取って巻回体にしておく
と、巻回体から斜め延伸テンターに供給する際に、搬送方向の下流側に凸型ボウイングと
なるようにフィルムが繰り出すことが可能である。
【００５９】
　本実施形態では、また、斜め延伸テンターに供給される際に予めボウイングを有してい
ない長尺フィルム原反を用いることもできる。
【００６０】
　前記予めボウイングを有していないフィルム材料を用いる場合は、斜め延伸前の何れか
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の領域で、図２に示すように、搬送方向の下流側に凸型のボウイング１３－２を付与する
ことが必要である。
【００６１】
　搬送方向の下流側に凸型のボウイングを付与する具体的な方法としては、例えば、斜め
延伸ゾーン前のゾーンを下記のような組合せで分割し、横延伸ゾーンの上流側のゾーンと
、下流側のゾーンに温度差を設け、下流側のゾーンの温度が上流側のゾーンの温度よりも
低くすることで、搬送方向の下流側に凸型のボウイングを付与することができる。
【００６２】
　より具体的には、例えば、下記（１）のようなゾーン構成とした際には、横延伸ゾーン
Ａに対して下流側となる斜め延伸ゾーンの温度が予熱ゾーンの温度よりも低くなるように
設定すればよい。
【００６３】
　また、斜め延伸ゾーン前に複数の横延伸ゾーンを設けてもよく、その場合はいずれかの
横延伸ゾーンの上流側、下流側のゾーンの温度の関係が上述の関係を満たせばよい。例え
ば、下記（２）のようなゾーン構成とした際には、横延伸ゾーンＡの下流側となる横延伸
ゾーンＢの温度が、上流側となる予熱ゾーンの温度よりも低くなるよう設定されていても
よいし、横延伸ゾーンＢの下流側となる斜め延伸ゾーンの温度が、横延伸ゾーンＡの温度
よりも低くなるように設定されていてもよいし、その両方が満たされる関係であってもよ
い。斜め延伸時に発生する凹型のボウイングの大きさに応じて、適宜設定すればよい。
【００６４】
　ただし、複数の横延伸ゾーンが設けられる場合に、上記の関係の逆となる、すなわち、
横延伸ゾーンの上流側のゾーンの温度が下流側のゾーンよりも低くなる関係を含むと、凸
型のボウイングを打ち消すこととなるため、複数の横延伸ゾーンを設ける場合には、全て
の横延伸ゾーンの上流側、下流側において、下流側の温度が低くなっているか、上流側、
下流側の温度が等しくなっていることが好ましい。斜め延伸ゾーンの前のゾーン構成とし
ては、他にも（３）～（６）のような構成が考えられるが、上記と同様の方法で、適宜温
度関係を調整することで、ボウイングの大きさを調整可能である。また、言うまでもない
が、ゾーン構成は以下の構成に限定されるものではない。
（１）予熱ゾーン/横延伸ゾーンＡ/斜め延伸ゾーン
（２）予熱ゾーン/横延伸ゾーンＡ/横延伸ゾーンＢ/斜め延伸ゾーン
（３）予熱ゾーン/横延伸ゾーンＡ/保持ゾーン/斜め延伸ゾーン
（４）予熱ゾーン/横延伸ゾーンＡ/横延伸ゾーンＢ/横延伸ゾーンＣ/斜め延伸ゾーン
（５）予熱ゾーン/横延伸ゾーンＡ/保持ゾーン/横延伸ゾーンＢ/斜め延伸ゾーン
（６）予熱ゾーン/横延伸ゾーンＡ/横延伸ゾーンＢ/保持ゾーン/斜め延伸ゾーン
【００６５】
　上記の工程においては、前記横延伸ゾーンＡ、横延伸ゾーンＢ、および横延伸ゾーンＣ
における横延伸倍率はそれぞれ同じでも異なっていてもよい。
【００６６】
　＜斜め延伸テンターによる延伸＞
　本実施形態に係る製造方法における延伸に供される長尺の長尺フィルム原反に斜め方向
の配向を付与するために、斜め延伸テンターを用いる。本実施形態で用いられる斜め延伸
テンターは、レールパターンを多様に変化させることにより、フィルムの配向角を自在に
設定でき、さらに、フィルムの配向軸をフィルム幅方向に渡って左右均等に高精度に配向
させることができ、かつ、高精度でフィルム厚みやリターデーションを制御できるフィル
ム延伸装置であることが好ましい。
【００６７】
　図２は、本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルムの製造方法に用いられる斜め延伸可
能なテンターの模式図である。但し、これは一例であって本発明はこれに限定されるもの
ではない。
【００６８】
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　テンター入り口側のガイドロール１２－１によって方向を制御された長尺フィルム原反
４は、まず、外側のフィルム保持開始点８－１、内側のフィルム保持開始点８－２の位置
で把持具（クリップつかみ部ともいう）によって担持（把持）される。そして、担持され
た長尺フィルム原反４は、斜め延伸テンター６にて外側のフィルム保持手段の軌跡７－１
、内側のフィルム保持手段の軌跡７－２で示される斜め方向に搬送、延伸され、外側のフ
ィルム保持終了点９－１、内側のフィルム保持終了点９－２によって把持を解放され、テ
ンター出口側のガイドロール１２－２によって搬送を制御されて斜め延伸フィルム５が形
成される。図中、長尺フィルム原反は、フィルムの送り方向１５－２に対して、フィルム
の延伸方向１４の角度（配向角θ）で斜め延伸される。
【００６９】
　本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルムの製造方法は、上記斜め延伸可能なテンター
を用いて行う。このテンターは、長尺フィルム原反を、オーブンによる加熱環境下で、そ
の進行方向（フィルム幅方向の中点の移動方向）に対して斜め方向に拡幅する装置である
。このテンターは、オーブンと、フィルムを搬送するための把持具が走行する左右で一対
のレールと、該レール上を走行する多数の把持具とを備えている。フィルムロールから繰
り出され、テンターの入口部に順次供給されるフィルムの両端を、把持具で把持し、オー
ブン内にフィルムを導き、テンターの出口部で把持具からフィルムを開放する。把持具か
ら開放されたフィルムは巻芯に巻き取られる。一対のレールは、それぞれ無端状の連続軌
道を有し、テンターの出口部でフィルムの把持を開放した把持具は、外側を走行して順次
入口部に戻されるようになっている。
【００７０】
　なお、テンターのレール形状は、製造すべき長尺延伸フィルムに与える配向角θ、延伸
倍率等に応じて、左右で非対称な形状となっており、手動で又は自動で微調整できるよう
になっている。本実施形態においては、長尺の熱可塑性樹脂フィルムを延伸し、配向角θ
が延伸後の巻取り方向に対して、好ましくは１０°～８０°の範囲内で任意の角度に設定
できるようになっている。本発明の実施形態において、テンターの把持具は、前後の把持
具と一定間隔を保って、一定速度で走行するようになっている。
【００７１】
　把持具の走行速度は適宜選択できるが、通常、１～１００ｍ／分である。左右一対の把
持具の走行速度の差は、走行速度の通常１％以下、好ましくは０．５％以下、より好まし
くは０．１％以下である。これは、延伸工程出口でフィルムの左右に進行速度差があると
、延伸工程出口におけるシワ、寄りが発生する傾向があるためである。すなわち、左右の
把持具の速度は、実質的に同速度であることが好ましいためである。一般的なテンター装
置等では、チェーンを駆動するスプロケットの歯の周期、駆動モーターの周波数等に応じ
、秒以下のオーダーで発生する速度ムラがあり、しばしば数％のムラを生ずるが、これら
は本発明の実施形態で述べる速度差には該当しない。
【００７２】
　また、本発明の実施形態に係る製造方法で用いられる斜め延伸テンターでは、各レール
部及びレール連結部の位置を自由に設定できることが好ましい。したがって、斜め延伸テ
ンターは、任意の入り口幅及び出口幅を設定すると、これに応じた延伸倍率にすることが
できる（下記、図２の○部は連結部の一例である。）。
【００７３】
　本発明の実施形態に係る製造方法で用いられる斜め延伸テンターにおいて、把持具の軌
跡を規制するレールには、しばしば大きい屈曲率が求められる。急激な屈曲による把持具
同士の干渉、あるいは局所的な応力集中を避ける目的から、屈曲部では把持具の軌跡が曲
線を描くようにすることが望ましい。
【００７４】
　また、本発明の実施形態に係る製造方法で用いられる斜め延伸テンターでは、フィルム
を把持した把持具が屈曲部を通過する際にかかる延伸応力で、屈曲部のレールに、望まな
い変形（屈曲には関係しない変形）が発生しないようにするため、屈曲部における曲線形
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状を一定に保持する機構を有していることが望ましい。
【００７５】
　以下の記載で屈曲部における曲線形状を保持する機構の具体例をいくつか説明するが、
本発明はこれに限らず、同様の機能を有する機構を設けていてもよい。
【００７６】
　また、曲線形状は、特に限定されず、曲線形状の中心から見て左右対称であっても、左
右非対称であってもよく、円弧形状でも楕円形状でもよい。これらの曲線形状は、長尺フ
ィルムの製造条件によって任意に選択することができる。
【００７７】
　図７は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部における
曲線形状を一定に保持する機構の一具体例を示す概略図である。
【００７８】
　曲線形状を一定に保持する機構である保持機構３１は、屈曲部レール３２、レール幅出
用リード３３、レールベース連結部３４、屈曲部レールベース３５、屈曲部保持部材３６
、アームフレーム３７、屈曲部保持アーム３８、屈曲部保持アーム支点３９を備える。
【００７９】
　屈曲部レール３２は、屈曲部レールベース３５上に来るよう配置される。屈曲部レール
ベース３５は、レールベース連結部３４を回転中心として任意の角度に開閉することがで
き、また、レール幅出用リード３３上に沿ってスライドできる。
【００８０】
　また、屈曲部レールベース３５は、アームフレーム３７に支持された屈曲部保持アーム
３８で屈曲部の曲線形状が保持されている。屈曲部保持アーム３８は、屈曲部保持アーム
支点３９を回転中心として任意の角度に開閉することができ、また、アームフレーム３７
上に沿ってスライドできる。この屈曲部保持アーム３８は、屈曲前レール４１と屈曲後レ
ール４２との交差角度の二等分線上をスライドすることができる。なお、屈曲前レール４
１と屈曲後レール４２とは、屈曲前レールベース４３と屈曲後レールベース４４とに載置
されている。
【００８１】
　また、屈曲部レール３２の中央部に位置する屈曲部保持部材３６は、屈曲前レール４１
と屈曲後レール４２との交差角度の二等分線上をスライドすることができる屈曲部保持ア
ーム３８によって常に保持されている。これによって、屈曲部レール３２の形状を任意の
曲線形状に保つことができる。
【００８２】
　また、アームフレーム３７とレール幅出用リード３３とは、固定されておらず、アーム
フレーム３７が、レール幅出用リード３３とは無関係に回転できるので、屈曲部レール３
２の曲線形状に応じて、屈曲部レール３２の歪みを解消できる。
【００８３】
　この機構により、屈曲部レール３２に強い延伸応力がかかった際でも、屈曲部レール３
２が変形することなく、曲線形状を一定に保つことができる。
【００８４】
　また、図８は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部に
おける曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【００８５】
　ここでの保持機構３１は、屈曲部レール３２、レール幅出用リード３３、レールベース
連結部３４、屈曲部レールベース３５、屈曲部保持部材３６を備える。
【００８６】
　屈曲部レール３２は、屈曲部レールベース３５上に来るよう配置される。屈曲部レール
ベース３５は、レールベース連結部３４を回転中心として任意の角度に開閉することがで
き、また、レール幅出用リード３３上に沿ってスライドできる。
【００８７】
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　また、屈曲部レール３２の形状を、任意の曲線形状、すなわち、要求される延伸条件に
とって最適な形状になるように調整した後に、屈曲部保持部材３６を用いて屈曲部レール
３２の形状を固定することができる。なお、図８においては、屈曲部レール３２の延びる
方向に、一箇所固定した図を例示したが、屈曲部レール３２の延びる方向に、複数個所固
定してもよい。
【００８８】
　この機構により、屈曲部レール３２に強い延伸応力がかかった際でも、屈曲部レール３
２が変形することなく、曲線形状を一定に保つことができる。また、屈曲部レール３２の
形状を、任意の曲線形状になるように調整した後に、屈曲部保持部材３６を用いて屈曲部
レール３２の形状を固定するので、屈曲部レール３２を様々な曲線形状にすることができ
る。
【００８９】
　また、図９は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部に
おける曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【００９０】
　ここでの保持機構３１は、屈曲部レール３２、レール幅出用リード３３、レールベース
連結部３４、屈曲部レールベース３５、屈曲部スライド保持部材４５を備える。
【００９１】
　屈曲部レール３２は、屈曲部レールベース３５上に来るよう配置される。屈曲部レール
ベース３５は、レールベース連結部３４を回転中心として任意の角度に開閉することがで
き、また、レール幅出用リード３３上に沿ってスライドできる。
【００９２】
　また、屈曲部スライド保持部材４５は、屈曲部レール３２を、その延びる方向には移動
可能に、すなわち、スライド可能に固定することができる。そうすることによって、屈曲
部レール３２の形状を、任意の曲線形状、すなわち、要求される延伸条件にとって最適な
形状になるように調整可能である。また、屈曲部スライド保持部材４５は、屈曲部レール
３２の位置を完全に固定しておらず、スライド可能に保持しているので、屈曲部レール３
２の曲線形状に応じて、屈曲部レール３２の歪みを解消できる。
【００９３】
　この機構により、屈曲部レール３２に強い延伸応力がかかった際でも、屈曲部レール３
２が変形することなく、曲線形状を一定に保つことができる。
【００９４】
　また、図１０は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部
における曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【００９５】
　ここでの保持機構３１は、屈曲部レール３２、レール幅出用リード３３、レールベース
連結部３４、屈曲部レールベース３５、アームフレーム３７、屈曲部保持アーム３８、屈
曲部保持アーム支点３９、屈曲部スライド保持部材４５を備える。
【００９６】
　屈曲部レール３２は、屈曲部レールベース３５上に来るよう配置される。屈曲部レール
ベース３５は、レールベース連結部３４を回転中心として任意の角度に開閉することがで
き、また、レール幅出用リード３３上に沿ってスライドできる。
【００９７】
　また、屈曲部スライド保持部材４５は、屈曲部レール３２を、その延びる方向には移動
可能に、すなわち、スライド可能に固定することができる。そうすることによって、屈曲
部レール３２の形状を、任意の曲線形状、すなわち、要求される延伸条件にとって最適な
形状になるように調整可能である。また、屈曲部スライド保持部材４５は、屈曲部レール
３２の位置を完全に固定しておらず、スライド可能に保持しているので、屈曲部レール３
２の曲線形状に応じて、屈曲部レール３２の歪みを解消できる。
【００９８】
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　また、屈曲部レールベース３５は、アームフレーム３７に支持された屈曲部保持アーム
３８で屈曲部の曲線形状が保持されている。屈曲部保持アーム３８は、屈曲部保持アーム
支点３９を回転中心として任意の角度に開閉することができ、また、アームフレーム３７
上に沿ってスライドできる。この屈曲部保持アーム３８は、曲部スライド保持部材４５が
屈曲部レール３２をスライド可能に保持しているので、屈曲前レール４１と屈曲後レール
４２との交差角度の二等分線に限らず、比較的自由に移動することができる。
【００９９】
　また、アームフレーム３７とレール幅出用リード３３とは、固定されておらず、アーム
フレーム３７が、レール幅出用リード３３とは無関係に回転できるので、屈曲部レール３
２の曲線形状に応じて、屈曲部レール３２の歪みを解消できる。
【０１００】
　この機構により、屈曲部レール３２に強い延伸応力がかかった際でも、屈曲部レール３
２が変形することなく、曲線形状を一定に保つことができる。また、屈曲部スライド保持
部材４５による保持と、アームフレーム３７の回転とにより、屈曲部レール３２の曲線形
状に応じた、屈曲部レール３２の歪みをより解消できる点から、この機構は、特に好まし
い。
【０１０１】
　また、図１１は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部
における曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【０１０２】
　ここでの保持機構３１は、屈曲部レール３２、レール幅出用リード３３、レールベース
連結部３４、屈曲部レールベース３５、屈曲部保持部材３６、アームフレーム３７、屈曲
部保持アーム３８、屈曲部保持アーム支点３９、アームフレーム用リード４６を備える。
【０１０３】
　屈曲部レール３２は、屈曲部レールベース３５上に来るよう配置される。屈曲部レール
ベース３５は、レールベース連結部３４を回転中心として任意の角度に開閉することがで
き、また、レール幅出用リード３３上に沿ってスライドできる。
【０１０４】
　また、屈曲部レールベース３５は、アームフレーム３７に支持された屈曲部保持アーム
３８の先端に位置する屈曲部保持部材３６で屈曲部の曲線形状が保持されている。屈曲部
保持アーム３８は、屈曲部保持アーム支点３９を回転中心として任意の角度に開閉するこ
とができ、また、アームフレーム３７上に沿ってスライドできる。また、アームフレーム
３７は、アームフレーム用リード４６上に沿ってスライドできる。また、屈曲部保持アー
ム３８は、レール幅出用リード３３やアームフレーム用リード４６の移動方向に垂直、又
は略垂直な方向に移動できる。屈曲部レール３２は、屈曲部保持アーム３８の開閉具合、
屈曲部保持アーム支点３９の位置、アームフレーム３７の位置等によって、屈曲部レール
３２の形状を、所望の曲線形状に変形することができる。
【０１０５】
　また、アームフレーム３７とレール幅出用リード３３とは、固定されておらず、アーム
フレーム３７が、レール幅出用リード３３とは無関係に回転でき、さらに、アームフレー
ム３７とレールベース連結部３４とが別個で移動できるので、屈曲部レール３２の曲線形
状に応じて、屈曲部レール３２の歪みを解消できる。
【０１０６】
　この機構により、屈曲部レール３２に強い延伸応力がかかった際でも、屈曲部レール３
２が変形することなく、曲線形状を一定に保つことができる。
【０１０７】
　また、図１２は、本発明の実施形態に係る製造方法に用いる斜め延伸テンターの屈曲部
における曲線形状を一定に保持する機構の他の一具体例を示す概略図である。
【０１０８】
　ここでの保持機構３１は、屈曲部レール３２、レール幅出用リード３３、屈曲部保持部
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材３６、屈曲保持部材スライド板４７を備える。
【０１０９】
　屈曲部レール３２は、屈曲保持部材スライド板４７の上に来るよう配置される。屈曲保
持部材スライド板４７は、その両端に、屈曲前レールベース４３と屈曲後レールベース４
４とを連結する。そして、屈曲前レールベース４３と屈曲後レールベース４４との交差角
度を変えることができる。なお、屈曲前レール４１と屈曲後レール４２とは、屈曲前レー
ルベース４３と屈曲後レールベース４４とに載置されている。そして、屈曲保持部材スラ
イド板４７には、屈曲部保持部材３６を移動可能に保持している。
【０１１０】
　屈曲部レール３２は、屈曲部保持部材３６の、屈曲保持部材スライド板４７上の移動や
屈曲前レールベース４３と屈曲後レールベース４４との交差角度を変えることによって、
屈曲部レール３２の形状を、所望の曲線形状に変形することができる。
【０１１１】
　この機構により、屈曲部レール３２に強い延伸応力がかかった際でも、屈曲部レール３
２が変形することなく、曲線形状を一定に保つことができる。
【０１１２】
　長尺フィルム原反のテンター入口での進行方向１５－１は、延伸後のフィルムのテンタ
ー出側での進行方向１５－２と異なっており、これにより、比較的大きな配向角θをもつ
延伸フィルムにおいても広幅で均一な光学特性を得ることが可能となっている。繰出し角
度θｉは、テンター入口での進行方向１５－１と延伸後のフィルムのテンター出側での進
行方向１５－２とのなす角度である。本実施形態においては、上述のように好ましくは１
０°～８０°の配向角θを持つフィルムを製造するため、繰出し角度θｉは、１０°＜θ
ｉ＜６０°、好ましくは１５°＜θｉ＜５０°で設定される。繰出し角度θｉを前記範囲
とすることにより、得られるフィルムの幅方向の光学特性のバラツキが良好となる（小さ
くなる）。
【０１１３】
　長尺フィルム原反は、テンター入口（符号ａの位置）において、その両端（両側）を左
右の把持具によって順次把持されて、把持具の走行に伴い走行される。テンター入口（符
号ａの位置）で、フィルム進行方向（１５－１）に対して略垂直な方向に相対している左
右の把持具は、左右非対称なレール上を走行し、予熱ゾーン、横延伸ゾーン、斜め延伸ゾ
ーン、保持ゾーン、冷却ゾーンを有するオーブンを通過する。ここで、略垂直とは、前述
の向かい合う把持具同士を結んだ直線とフィルム繰出し方向（フィルム進行方向）１５－
１とがなす角度が、９０±１°以内にあることを示す。
【０１１４】
　予熱ゾーンとは、オーブン入口部において、両端を把持した把持具の間隔が一定の間隔
を保ったまま走行する区間をさす。
【０１１５】
　横延伸ゾーンとは、両端を把持した把持具の間隔が開きだし、所定の間隔になるまでの
区間をさす。このとき、両端の把持具が走行するレールの開き角度は、両レールともに同
じ角度で開いてもよいし、各々異なる角度で開いてもよい。
【０１１６】
　斜め延伸ゾーンとは、両端を把持した把持具が、把持具間隔を一定に保ったままあるい
は広がりながら、屈曲するレール上を走行しはじめてから両把持具がともに再度直線レー
ル上を走行しはじめるまでの区間をさす。
【０１１７】
　保持ゾーンとは、横延伸ゾーンあるいは斜め延伸ゾーンより後の把持具の間隔が再び一
定となる期間において、両端の把持具が互いに平行を保ったまま走行する区間をさす。
【０１１８】
　冷却ゾーンとは、保持ゾーンより後の区間において、ゾーン内の温度がフィルムを構成
する熱可塑性樹脂のガラス転移温度Ｔｇ℃以下に設定される区間をさす。
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【０１１９】
　このとき、冷却によるフィルムの縮みを考慮して、予め対向する把持具間隔を狭めるよ
うなレールパターンとしてもよい。
【０１２０】
　各ゾーンの温度は、熱可塑性樹脂のガラス転移温度Ｔｇに対し、予熱ゾーンの温度はＴ
ｇ～Ｔｇ＋３０℃、延伸ゾーンの温度はＴｇ～Ｔｇ＋３０℃、冷却ゾーンの温度はＴｇ－
３０～Ｔｇ℃に設定することが好ましい。
【０１２１】
　なお、幅方向の厚みムラの制御のために延伸ゾーンにおいて幅方向に温度差を付けても
よい。延伸ゾーンにおいて幅方向に温度差をつけるには、温風を恒温室内に送り込むノズ
ルの開度を幅方向で差を付けるように調整する方法や、ヒーターを幅方向に並べて加熱制
御するなどの公知の手法を用いることができる。予熱ゾーン、延伸ゾーン及び冷却ゾーン
の長さは適宜選択でき、延伸ゾーンの長さに対して、予熱ゾーンの長さが通常１００～１
５０％、固定ゾーンの長さが通常５０～１００％である。
【０１２２】
　また、本実施形態では、上述した斜め延伸の際に発生する搬送方向上流側に凸型のボウ
イング自体を低減することを実施してもよい。
【０１２３】
　具体的には、予熱ゾーンの温度が斜め延伸ゾーンの温度あるいは斜め延伸ゾーンより手
前の横延伸ゾーンの温度よりも高くなるように温度区分をつけることで搬送方向上流側に
凸型のボウイング自体を低減することができる。
【０１２４】
　予熱ゾーンの温度と斜め延伸ゾーンの温度あるいは斜め延伸ゾーンより手前の横延伸ゾ
ーンの温度の差としては、１～３０℃が好ましく、１～１０℃とすることがさらに好まし
い。
【０１２５】
　また、斜め延伸ゾーンにて斜め延伸した後、さらに横延伸することもボウイングをある
程度低減する手段として有効である。
【０１２６】
　さらに、前記長尺延伸フィルムのシワ、寄りの発生を解決するために、延伸時にフィル
ムの支持性を保ち、揮発分率が５体積％以上の状態を存在させて延伸した後、収縮させな
がら揮発分率を低下させることも好ましい。フィルムの支持性を保つとは、フィルムの膜
性を損なうことなく両側縁を把持することを意味する。揮発分率については、延伸操作工
程において常に５体積％以上の状態を維持していてもよいし、延伸操作工程の一部の区間
に限って揮発分率が５体積％以上の状態を維持してもよい。後者の場合、入り口位置を起
算点として全延伸区間の５０％以上の区間、揮発分率が１２体積％以上の状態となってい
ることが好ましい。いずれにせよ、延伸前に揮発分率が１２体積％以上の状態を存在させ
ておくことが好ましい。ここで、揮発分率（単位；体積％）とは、フィルムの単位体積あ
たりに含まれる揮発成分の体積を表し、揮発成分体積をフィルム体積で除した値とする。
【０１２７】
　延伸工程における延伸倍率Ｒ（Ｗ／Ｗ０）は、好ましくは１．３～３．０、より好まし
くは１．５～２．５である。延伸倍率がこの範囲にあると幅方向厚みムラが小さくなるの
で好ましい。斜め延伸テンターの延伸ゾーンにおいて、幅方向で延伸温度に差を付けると
幅方向厚みムラをさらに良好なレベルにすることが可能になる。なお、Ｗ０は延伸前のフ
ィルムの幅、Ｗは延伸後のフィルムの幅をあらわす。
【０１２８】
　テンターの入口に最も近いガイドロールは、フィルムの走行を案内する従動ロールであ
り、不図示の軸受部を介してそれぞれ回転自在に軸支されている。ロールの材質は、公知
のものを用いることが可能であるが、フィルムの傷つきを防止するためにセラミックコー
トを施したり、アルミニウム等の軽金属にクロームメッキを施す等、軽量化を図るのが好
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適である。このロールは、フィルムの走行時の軌道を安定させるために設けられるもので
ある。
【０１２９】
　また、このロールの上流側のロールのうちの１本は、ゴムロールを圧接させてニップす
ることが好ましい。このようなニップロールにすることで、フィルムの流れ方向における
繰出張力の変動を抑えることが可能だからである。
【０１３０】
　テンターの入口に最も近いガイドロールの両端（左右）の一対の軸受部には、当該ロー
ルにおいてフィルムに生じている張力を検出するための第１張力検出装置、第２フィルム
張力検出装置がそれぞれ設けられている。フィルム張力検出装置としては、例えばロード
セルを用いることができる。ロードセルとしては、引張または圧縮型の公知のものを用い
ることができる。ロードセルは、着力点に作用する荷重を起歪体に取り付けられた歪ゲー
ジにより電気信号に変換して検出する装置である。
【０１３１】
　ロードセルは、斜め延伸テンターの入口に最も近いガイドロールの左右の軸受部に設置
されることにより、走行中のフィルムがロールに及ぼす力、即ちフィルムの両側縁近傍に
生じているフィルム進行方向における張力を左右独立に検出するものである。なお、ロー
ルの軸受部を構成する支持体に歪ゲージを直接取り付けて、該支持体に生じる歪に基づい
て荷重、即ちフィルム張力を検出するようにしてもよい。発生する歪とフィルム張力との
関係は、予め計測され、既知であるものとする。
【０１３２】
　上述したようなフィルム張力検出装置を設けて、斜め延伸テンターの入口に最も近いガ
イドロールにおけるフィルムの両側縁近傍の張力を検出するようにしたのは、フィルムの
位置及び方向が、フィルム延伸装置の入口部の位置及び方向に対してズレが生じている場
合、このズレ量に応じて、斜め延伸テンターの入口に最も近いガイドロールにおけるフィ
ルムの両側縁近傍の張力に差を生じることになるため、この張力差を検出することによっ
て、当該ズレの程度を判別するためである。フィルムの位置及び方向が、フィルム延伸装
置の入口部の位置及び方向との関係で適正であれば、ロールに作用する荷重は左右で粗均
等になり、互いの位置がズレていれば左右のフィルム張力に差が生じるのである。
【０１３３】
　従って、斜め延伸テンターの入口に最も近いガイドロールにおける左右のフィルム張力
差が等しくなるように、フィルムの位置及び角度を、適切に調整すれば、フィルム延伸装
置の入口部における把持具による把持が安定し、把持具外れ等の障害の発生を少なくでき
る。さらに、フィルム延伸装置による斜め延伸後のフィルムの幅方向における物性を安定
させることができる。
【０１３４】
　配向角の微調整や製品バリエーションに対応するために斜め延伸テンター入口でのフィ
ルム進行方向と斜め延伸テンター出口でのフィルム進行方向とがなす角度の調整が必要と
なる。その際、製膜および斜め延伸を連続して行うことが、生産性や収率の点で好ましい
。製膜工程、斜め延伸工程、巻取工程を連続して行う場合、製膜工程と巻取工程でのフィ
ルムの進行方向が一致していることが、工程の幅を小さくできる点で好ましい。そのよう
な工程とするには、製膜したフィルムを斜め延伸テンター入口に導くためにフィルムの搬
送方向を変更する、及び／または斜め延伸テンター出口から出たフィルムを巻取装置方向
に戻すためにフィルムの搬送方向を変更する方法が必要となる。フィルムの搬送方向を変
更する装置としては、エアーフローロールなどを用いるなど公知の方法を実施することが
できる。斜め延伸テンター出口以降の装置（ワインダー装置、アキューム装置、ドライブ
装置など）は横方向にスライドできる構造が好ましい。
【０１３５】
　上記種々な本実施形態に係る製造方法の例について、図３に（ａ）～（ｃ）、図４に（
ｄ）及び（ｅ）として概略図として示した。図３は一旦ロール状に巻き取られた長尺フィ
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ルム原反を繰り出して斜め延伸するパターンを示すものである。図４は、長尺フィルム原
反を巻き取ることなく連続的に斜め延伸工程を行うパターンを示すものである。
【０１３６】
　図中、フィルム繰り出し装置１６、搬送方向変更装置１７、巻き取り装置１８、製膜装
置１９を各々示す。それぞれの図において、同じものを示す記号については省略している
場合がある。
【０１３７】
　フィルム繰り出し装置１６は、斜め延伸テンター入口に対して所定角度で前記フィルム
を送り出せるように、スライドおよび旋回可能となっているか、フィルム繰り出し装置１
６は、スライド可能となっており、搬送方向変更装置１７により斜め延伸テンター入口に
前記フィルムを送り出せるようになっていることが好ましい。前記フィルム繰り出し装置
１６、及び搬送方向変更装置１７をこのような構成とすることにより、より製造装置全体
の幅を狭くすることが可能となるほか、フィルムの送り出し位置および角度を細かく制御
することが可能となり、膜厚、光学値のバラツキが小さい長尺延伸フィルムを得ることが
可能となる。また、前記フィルム繰り出し装置１６、及び搬送方向変更装置１７を移動可
能とすることにより、前記左右のクリップのフィルムへの噛込み不良を有効に防止するこ
とができる。
【０１３８】
　巻き取り装置１８は、斜め延伸テンター出口に対して所定角度でフィルムを引き取れる
ように形成することにより、フィルムの引き取り位置および角度を細かく制御することが
可能となり、膜厚、光学値のバラツキが小さい長尺延伸フィルムを得ることが可能となる
。そのため、フィルムのシワの発生を有効に防止することができるとともに、フィルムの
巻き取り性が向上するため、フィルムを長尺で巻き取ることが可能となる。本実施形態に
おいて、延伸後のフィルムの引取り張力Ｔ（Ｎ／ｍ）は、１００Ｎ／ｍ＜Ｔ＜３００Ｎ／
ｍ、好ましくは１５０Ｎ／ｍ＜Ｔ＜２５０Ｎ／ｍの間で調整することが好ましい。
【０１３９】
　前記引取張力が１００Ｎ／ｍ以下ではフィルムのたるみや皺が発生しやすく、リターデ
ーション、配向軸の幅方向のプロファイルも悪化する。逆に引取張力が３００Ｎ／ｍ以上
となると幅方向の配向角のバラツキが悪化し、幅収率（幅方向の取り効率）を悪化させて
しまう。
【０１４０】
　また、本実施形態においては、上記引取張力Ｔの変動を±５％未満、好ましくは±３％
未満の精度で制御することが好ましい。上記引取張力Ｔの変動が±５％以上であると、幅
方向及び流れ方向の光学特性のバラツキが大きくなる。上記引取張力Ｔの変動を上記範囲
内に制御する方法としては、テンター出口部の最初のロールにかかる荷重、すなわちフィ
ルムの張力を測定し、その値を一定とするように、一般的なＰＩＤ制御方式により引取ロ
ールの回転速度を制御する方法が挙げられる。前記荷重を測定する方法としては、ロール
の軸受部にロードセルを取り付け、ロールに加わる荷重、すなわちフィルムの張力を測定
する方法が挙げられる。ロードセルとしては、引張型や圧縮型の公知のものを用いること
ができる。
【０１４１】
　延伸後のフィルムは、把持具による把持が開放され、テンター出口から排出され、フィ
ルムの両端（両側）がトリミングされた後に、順次巻芯（巻取りロール）に巻き取られて
、長尺延伸フィルムの巻回体にすることができる。
【０１４２】
　また、必要に応じて、巻取ロールに巻き取る前に、テンターの把持具で把持されていた
フィルムの両端をトリミングしてもよい。また、巻き取る前に、フィルム同士のブロッキ
ングを防止する目的で、マスキングフィルムを重ねて同時に巻き取ってもよいし、長尺延
伸フィルムの少なくとも一方、好ましくは両方の端にテープ等を張り合わせながら巻き取
ってもよい。マスキングフィルムとしては、上記フィルムを保護することができるもので
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あれば特に制限されず、例えば、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリエチレンフ
ィルム、ポリプロピレンフィルムなどが挙げられる。
【０１４３】
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは、配向角θが巻取
り方向に対して、例えば１０°～８０°の範囲に傾斜しており、少なくとも１３００ｍｍ
の幅において、幅方向の、面内リターデーションＲｏのバラツキが４ｎｍ以下、配向角θ
のバラツキが１．０°以下であることが好ましい。
【０１４４】
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムの面内リターデーシ
ョンＲｏのバラツキは、幅方向の少なくとも１３００ｍｍにおいて、４ｎｍ以下、好まし
くは３ｎｍ以下であることが好ましい。面内リターデーションＲｏのバラツキを、上記範
囲にすることにより、液晶表示装置用の位相差フィルムとして用いた場合に表示品質を良
好なものにすることが可能になる。
【０１４５】
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムの配向角θのバラツ
キは、幅方向の少なくとも１３００ｍｍにおいて、１．０°以下、好ましくは０．８０°
以下であることが好ましい。配向角θのバラツキが１．０°を超える長尺延伸フィルムを
偏光子と貼り合せて円偏光板を得、これを液晶表示装置に据え付けると、光漏れが生じ、
コントラストを低下させることがある。
【０１４６】
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムの面内リターデーシ
ョンＲｏは、用いられる表示装置の設計によって最適値が選択される。なお、前記Ｒｏは
、面内遅相軸方向の屈折率ｎｘと面内で前記遅相軸に直交する方向の屈折率ｎｙとの差に
フィルムの平均厚みｄを乗算した値（Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ）である。
【０１４７】
　また、本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは、斜め延伸
後のボウイング量が、－１．０％以上１．０％以下であることが好ましい。すなわち、得
られた長尺延伸フィルムのボウイング量が小さいほど好ましい。そうすることによって、
ディスプレイ装置の色味の不均一を十分に抑制することができる円偏光板を製造すること
ができる。
【０１４８】
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムの平均厚みは、機械
的強度などの観点から、好ましくは２０～８０μｍ、さらに好ましくは３０～６０μｍ、
特に好ましくは３０～４０μｍである。
【０１４９】
　また、幅方向の厚みムラは、巻取りの可否に影響を与えるため、３μｍ以下であること
が好ましく、２μｍ以下であることがより好ましい。
【０１５０】
　＜フィルム原料＞
　フィルムの原料としては、主として熱可塑性樹脂が用いられる。ここで、「熱可塑性樹
脂」とは、ガラス転移温度又は融点まで加熱することによって軟らかくなり、目的の形に
成形できる樹脂のことをいう。
【０１５１】
　一般的な光学フィルム用樹脂としてのポリカーボネート、ポリエステル、ポリエーテル
スルホン、ポリアリレート、ポリイミド、ポリオレフィン等を用いることができる。また
、ポリエチレンテレフタレート、ポリイミド、ポリメチルメタクリレート、ポリスルホン
、ポリエチレン、ポリ塩化ビニル、脂環式オレフィンポリマー、アクリル系ポリマー、セ
ルロースジアセテート、セルローストリアセテート、セルロースアセテートプロピオネー
トなどのセルロースエステル等を用いてもよい。特にセルロースジアセテート、セルロー
ストリアセテート、セルロースアセテートプロピオネート等のセルロースエステル、ラク
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トン環構造を有するアクリル系ポリマー等がより好ましい。これらの原料は単独で用いて
も良いし、異なる熱可塑性樹脂を混合して用いてもよい。混合して使用する場合は、セル
ロースエステルとアクリル系ポリマーの混合がより好ましい。透明樹脂は、顔料や染料の
ごとき着色剤、蛍光増白剤、分散剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、
酸化防止剤、滑剤、溶剤などの配合剤が適宜配合されたものであってもよい。
【０１５２】
　なお、フィルムは、単層フィルムであっても、多層フィルムであってもよい。
【０１５３】
　フィルムとしては、主として長尺フィルム原反が用いられるが、既に縦延伸、横延伸、
斜め延伸のいずれかを単独で、あるいは複数回実施したフィルムであっても構わない。
【０１５４】
　＜セルロースエステル＞
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは、種々の樹脂基材
を用いて作製することができるが、セルロースエステルを含有する態様であることが好ま
しい。従って以下、本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムや
本実施形態で用いる延伸前のフィルム（長尺フィルム原反）をセルロースエステルフィル
ムと呼称する場合がある。
【０１５５】
　本実施形態で用いることができるセルロースエステルは、セルロース（ジ、トリ）アセ
テート、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート、セルロースアセテートプロ
ピオネート、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテートフタレート、及び
セルロースフタレートから選ばれる少なくとも１種であることが好ましい。
【０１５６】
　これらの中で特に好ましいセルロースエステルは、セルローストリアセテート、セルロ
ースジアセテート、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート、セルロースアセ
テートプロピオネートやセルロースアセテートブチレートが挙げられる。
【０１５７】
　混合脂肪酸エステルの置換度として、炭素原子数２～４のアシル基を置換基として有し
ている場合、アセチル基の置換度をＸとし、プロピオニル基又はブチリル基の置換度をＹ
とした時、下記式（Ｉ）及び（II）を同時に満たすセルロースエステルであることが好ま
しい。
　式（Ｉ）　　２．０≦Ｘ＋Ｙ≦３．０
　式（II）　　０≦Ｘ≦２．５
【０１５８】
　さらに、本実施形態で用いられるセルロースエステルは、重量平均分子量Ｍｗ／数平均
分子量Ｍｎ比が１．５～５．５のものが好ましく用いられ、特に好ましくは２．０～５．
０であり、さらに好ましくは２．５～５．０であり、さらに好ましくは３．０～５．０の
セルロースエステルが好ましく用いられる。
【０１５９】
　本実施形態で用いられるセルロースエステルの原料セルロースは、木材パルプでも綿花
リンターでもよく、木材パルプは針葉樹でも広葉樹でもよいが、針葉樹の方がより好まし
い。製膜の際の剥離性の点からは綿花リンターが好ましく用いられる。これらから作られ
たセルロースエステルは適宜混合して、或いは単独で使用することができる。
【０１６０】
　例えば、綿花リンター由来セルロースエステル：木材パルプ（針葉樹）由来セルロース
エステル：木材パルプ（広葉樹）由来セルロースエステルの比率が１００：０：０、９０
：１０：０、８５：１５：０、５０：５０：０、２０：８０：０、１０：９０：０、０：
１００：０、０：０：１００、８０：１０：１０、８５：０：１５、４０：３０：３０で
用いることができる。
【０１６１】
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　本実施形態において、セルロースエステルは、２０ｍｌの純水（電気伝導度０．１μＳ
／ｃｍ以下、ｐＨ６．８）に１ｇ投入し、２５℃、１ｈｒ、窒素雰囲気下にて攪拌した時
のｐＨが６～７、電気伝導度が１～１００μＳ／ｃｍであることが好ましい。
【０１６２】
　なお、本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムには、本発明
の効果を害しない限りにおいて、上記セルロースアセテート以外の熱可塑性樹脂を併用す
ることもできる。
【０１６３】
　熱可塑性樹脂としては、一般的汎用樹脂としては、ポリエチレン（ＰＥ）、高密度ポリ
エチレン、中密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリ塩
化ビニル（ＰＶＣ）、ポリ塩化ビニリデン、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリ酢酸ビニル（Ｐ
ＶＡｃ）、テフロン（登録商標）（ポリテトラフルオロエチレン、ＰＴＦＥ）、ＡＢＳ樹
脂（アクリロニトリルブタジエンスチレン樹脂）、ＡＳ樹脂、アクリル樹脂（ＰＭＭＡ）
等を用いることができる。
【０１６４】
　また、強度や壊れにくさを特に要求される場合、ポリアミド（ＰＡ）、ナイロン、ポリ
アセタール（ＰＯＭ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、変性ポリフェニレンエーテル（ｍ－
ＰＰＥ、変性ＰＰＥ、ＰＰＯ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリエチレン
テレフタレート（ＰＥＴ）、グラスファイバー強化ポリエチレンテレフタレート（ＧＦ－
ＰＥＴ）、環状ポリオレフィン（ＣＯＰ）等を用いることができる。
【０１６５】
　さらに、高い熱変形温度と長期使用できる特性を要求される場合は、ポリフェニレンス
ルファイド（ＰＰＳ）、ポリテトラフロロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリスルホン、ポリエ
ーテルサルフォン、非晶ポリアリレート、液晶ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン、
熱可塑性ポリイミド（ＰＩ）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）等を用いることができる。
【０１６６】
　なお、本発明の用途にそって樹脂の種類、分子量の組み合わせを行うことが可能である
。
【０１６７】
　また、工業的にはセルロースエステルは硫酸を触媒として合成されているが、この硫酸
は完全には除去されておらず、残留する硫酸が溶融製膜時に各種の分解反応を引き起こし
、得られるセルロースエステルフィルムの品質に影響を与えるため、本実施形態に用いら
れるセルロースエステル中の残留硫酸含有量は、硫黄元素換算で０．１～４０ｐｐｍの範
囲であることが好ましい。これらは塩の形で含有していると考えられる。残留硫酸含有量
が４０ｐｐｍを超えると熱溶融時のダイリップ部の付着物が増加するため好ましくない。
また、熱延伸時や熱延伸後でのスリッティングの際に破断しやすくなるため好ましくない
。少ない方が好ましいが、０．１未満とするにはセルロースエステルの洗浄工程の負担が
大きくなり過ぎるため好ましくないだけでなく、逆に破断しやすくなることがあり好まし
くない。これは洗浄回数が増えることが樹脂に影響を与えているのかもしれないがよく分
かっていない。さらに０．１～３０ｐｐｍの範囲が好ましい。残留硫酸含有量は、同様に
ＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６により測定することができる。
【０１６８】
　また、その他（酢酸等）の残留酸を含めたトータル残留酸量は１０００ｐｐｍ以下が好
ましく、５００ｐｐｍ以下がさらに好ましく、１００ｐｐｍ以下がより好ましい。
【０１６９】
　セルロースエステルの洗浄は、水に加えて、メタノール、エタノールのような貧溶媒、
或いは結果として貧溶媒であれば貧溶媒と良溶媒の混合溶媒を用いることができ、残留酸
以外の無機物、低分子の有機不純物を除去することができる。
【０１７０】
　また、セルロースエステルの耐熱性、機械物性、光学物性等を向上させるため、セルロ
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ースエステルの良溶媒に溶解後、貧溶媒中に再沈殿させ、セルロースエステルの低分子量
成分、その他不純物を除去することができる。さらに、セルロースエステルの再沈殿処理
の後、別のポリマー或いは低分子化合物を添加してもよい。
【０１７１】
　また、本実施形態で用いられるセルロースエステルはフィルムにした時の輝点異物が少
ないものであることが好ましい。輝点異物とは、二枚の偏光板を直交に配置し（クロスニ
コル）、この間にセルロースエステルフィルムを配置して、一方の面から光源の光を当て
て、もう一方の面からセルロースエステルフィルムを観察した時に、光源の光が漏れて見
える点のことである。このとき評価に用いる偏光板は輝点異物がない保護フィルムで構成
されたものであることが望ましく、偏光子の保護にガラス板を使用したものが好ましく用
いられる。輝点異物はセルロースエステルに含まれる未酢化もしくは低酢化度のセルロー
スがその原因の１つと考えられ、輝点異物の少ないセルロースエステルを用いることと、
溶融したセルロースエステルもしくはセルロースエステル溶液を濾過すること、或いはセ
ルロースエステルの合成後期の過程や沈殿物を得る過程の少なくともいずれかにおいて、
一度溶液状態として同様に濾過工程を経由して輝点異物を除去することもできる。溶融樹
脂は粘度が高いため、後者の方法のほうが効率がよい。
【０１７２】
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは後述するセルロー
スエステル以外の高分子成分を適宜混合したものでもよい。混合される高分子成分はセル
ロースエステルと相溶性に優れるものが好ましく、フィルムにした時の透過率が好ましく
は８０％以上、より好ましくは９０％以上、さらに好ましくは９２％以上であることが好
ましい。
【０１７３】
　＜添加剤＞
　ドープ中に添加される添加剤としては、可塑剤、紫外線吸収剤、リターデーション調整
剤、酸化防止剤、劣化防止剤、剥離助剤、界面活性剤、染料、微粒子等がある。本実施形
態において、微粒子以外の添加剤についてはセルロースエステル溶液の調製の際に添加し
てもよいし、微粒子分散液の調製の際に添加してもよい。液晶画像表示装置に使用する偏
光板には耐熱耐湿性を付与する可塑剤、酸化防止剤や紫外線吸収剤等を添加することが好
ましい。
【０１７４】
　これらの化合物は、セルロースエステルに対して１～３０質量％、好ましくは１～２０
質量％となるように含まれていることが好ましい。また、延伸及び乾燥中のブリードアウ
ト等を抑制させるため、２００℃における蒸気圧が１４００Ｐａ以下の化合物であること
が好ましい。
【０１７５】
　これらの化合物は、セルロースエステル溶液の調製の際に、セルロースエステルや溶媒
と共に添加してもよいし、溶液調製中や調製後に添加してもよい。
【０１７６】
　（リターデーション調整剤）
　リターデーションを調整するために添加する化合物は、欧州特許９１１，６５６Ａ２号
明細書に記載されているような、二つ以上の芳香族環を有する芳香族化合物を使用するこ
とができる。
【０１７７】
　また、二種類以上の芳香族化合物を併用してもよい。該芳香族化合物の芳香族環には、
芳香族炭化水素環に加えて、芳香族性ヘテロ環を含む。芳香族性ヘテロ環であることが特
に好ましく、芳香族性ヘテロ環は一般に、不飽和ヘテロ環である。中でも１，３，５－ト
リアジン環が特に好ましい。
【０１７８】
　＜ポリマー又はオリゴマー＞
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　本実施形態におけるセルロースエステルフィルムは、セルロースエステルと、カルボキ
シル基、ヒドロキシル基、アミノ基、アミド基、及びスルホン酸基から選ばれる置換基を
有しかつ重量平均分子量が５００～２００，０００の範囲内であるビニル系化合物のポリ
マー又はオリゴマーとを含有することが好ましい。当該セルロースエステルと、当該ポリ
マー又はオリゴマーとの含有量の質量比が、９５：５～５０：５０の範囲内であることが
好ましい。
【０１７９】
　（マット剤）
　本実施形態では、マット剤として微粒子を延伸フィルム中に含有させることができ、こ
れによって、延伸フィルムが長尺フィルムの場合、搬送や巻き取りをしやすくすることが
できる。
【０１８０】
　マット剤の粒径は１０ｎｍ～０．１μｍの１次粒子もしくは２次粒子であることが好ま
しい。１次粒子の針状比は１．１以下の略球状のマット剤が好ましく用いられる。
【０１８１】
　微粒子としては、ケイ素を含むものが好ましく、特に二酸化珪素が好ましい。本実施形
態に好ましい二酸化珪素の微粒子としては、例えば、日本アエロジル（株）製のアエロジ
ルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、
ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル（株）製）の商品名で市販されているものを
挙げることができ、アエロジル２００Ｖ、Ｒ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ２０２、
Ｒ８１２を好ましく用いることができる。ポリマーの微粒子の例として、シリコーン樹脂
、弗素樹脂及びアクリル樹脂を挙げることができる。シリコーン樹脂が好ましく、特に三
次元の網状構造を有するものが好ましく、例えば、トスパール１０３、同１０５、同１０
８、同１２０、同１４５、同３１２０及び同２４０（東芝シリコーン（株）製）を挙げる
ことができる。
【０１８２】
　二酸化珪素の微粒子は、１次平均粒子径が２０ｎｍ以下であり、かつ見かけ比重が７０
ｇ／Ｌ以上であるものが好ましい。１次粒子の平均径が５～１６ｎｍがより好ましく、５
～１２ｎｍがさらに好ましい。１次粒子の平均径が小さい方がヘイズが低く好ましい。見
かけ比重は９０～２００ｇ／Ｌ以上が好ましく、１００～２００ｇ／Ｌ以上がより好まし
い。見かけ比重が大きい程、高濃度の微粒子分散液を作ることが可能になり、ヘイズ、凝
集物が発生せず好ましい。
【０１８３】
　本実施形態におけるマット剤の添加量は、長尺延伸フィルム１ｍ２当たり０．０１～１
．０ｇが好ましく、０．０３～０．３ｇがより好ましく、０．０８～０．１６ｇがさらに
好ましい。
【０１８４】
　（その他の添加剤）
　その他、カオリン、タルク、ケイソウ土、石英、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、酸化
チタン、アルミナ等の無機微粒子、カルシウム、マグネシウム等のアルカリ土類金属の塩
等の熱安定剤を加えてもよい。さらに界面活性剤、剥離促進剤、帯電防止剤、難燃剤、滑
剤、油剤等も加えてもよい。
【０１８５】
　＜セルロースエステルフィルムの製造＞
　本実施形態におけるセルロースエステルフィルムは、溶液流延法、溶融流延法のいずれ
の方法で製造されてもよい。以下溶液流延法について説明する。
【０１８６】
　本実施形態におけるセルロースエステルフィルムの製造は、セルロースエステル及び前
記可塑剤などの添加剤を溶剤に溶解させてドープを調製する工程、ドープをベルト状若し
くはドラム状の金属支持体上に流延する工程、流延したドープをウェブとして乾燥する工
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程、金属支持体から剥離する工程、延伸する工程、さらに乾燥する工程、必要であれば得
られたフィルムをさらに熱処理する工程、冷却後巻き取る工程により行われる。本実施形
態におけるセルロースエステルフィルムは固形分中に好ましくはセルロースエステルを６
０～９５質量％含有するものである。
【０１８７】
　ドープを調製する工程について述べる。ドープ中のセルロースエステルの濃度は、濃度
が高い方が金属支持体に流延した後の乾燥負荷が低減出来て好ましい。しかしながら、セ
ルロースエステルの濃度が高過ぎると、濾過時の負荷が増えて、濾過精度が悪くなる。こ
れらを両立する濃度としては、１０～３５質量％が好ましく、さらに好ましくは、１５～
２５質量％である。
【０１８８】
　セルロースエステルを溶解しセルロースエステル溶液又はドープ形成に有用な有機溶媒
としては、塩素系有機溶媒と非塩素系有機溶媒がある。塩素系の有機溶媒としてメチレン
クロライド（塩化メチレン）を挙げることができ、セルロースエステル、特にセルロース
トリアセテートの溶解に適している。昨今の環境問題から非塩素系有機溶媒の使用が検討
されている。非塩素系有機溶媒としては、例えば、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸アミル
、アセトン、テトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラン、１，４－ジオキサン、シクロ
ヘキサノン、ギ酸エチル、２，２，２－トリフルオロエタノール、２，２，３，３－ヘキ
サフルオロ－１－プロパノール、１，３－ジフルオロ－２－プロパノール、１，１，１，
３，３，３－ヘキサフルオロ－２－メチル－２－プロパノール、１，１，１，３，３，３
－ヘキサフルオロ－２－プロパノール、２，２，３，３，３－ペンタフルオロ－１－プロ
パノール、ニトロエタン等を挙げることができる。これらの有機溶媒をセルローストリア
セテートに対して使用する場合には、常温での溶解方法も使用可能であるが、高温溶解方
法、冷却溶解方法、高圧溶解方法等の溶解方法を用いることにより不溶解物を少なくする
ことができるので好ましい。セルローストリアセテート以外のセルロースエステルに対し
ては、メチレンクロライドを用いることはできるが、酢酸メチル、酢酸エチル、アセトン
が好ましく使用される。特に酢酸メチルが好ましい。本実施形態において、上記セルロー
スエステルに対して良好な溶解性を有する有機溶媒を良溶媒といい、また溶解に主たる効
果を示し、その中で大量に使用する有機溶媒を主（有機）溶媒又は主たる（有機）溶媒と
いう。
【０１８９】
　本実施形態で用いられるドープには、上記有機溶媒の他に、１～４０質量％の炭素原子
数１～４のアルコールを含有させることが好ましい。これらはドープを金属支持体に流延
後溶媒が蒸発をし始めアルコールの比率が多くなるとドープ膜（ウェブ）がゲル化し、ウ
ェブを丈夫にし金属支持体から剥離することを容易にするゲル化溶媒として用いられたり
、これらの割合が少ない時は非塩素系有機溶媒のセルロースエステルの溶解を促進する役
割もある。炭素原子数１～４のアルコールとしては、メタノール、エタノール、ｎ－プロ
パノール、ｉｓｏ－プロパノール、ｎ－ブタノール、ｓｅｃ－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブ
タノールを挙げることができる。これらのうちドープの安定性に優れ、沸点も比較的低く
、乾燥性もよいこと等からエタノールが好ましい。これらの有機溶媒は単独ではセルロー
スエステルに対して溶解性を有していないので貧溶媒という。
【０１９０】
　ドープ中のセルロースエステルの濃度は１５～３０質量％、ドープ粘度は１００～５０
０Ｐａ・ｓの範囲に調製されることが良好なフィルム面品質を得る上で好ましい。
【０１９１】
　上記記載のドープを調製する時の、セルロースエステルの溶解方法としては、一般的な
方法を用いることができる。加熱と加圧を組み合わせると常圧における沸点以上に加熱で
きる。溶剤の常圧での沸点以上でかつ加圧下で溶剤が沸騰しない範囲の温度で加熱しなが
ら攪拌溶解すると、ゲルやママコと呼ばれる塊状未溶解物の発生を防止するため好ましい
。また、セルロースエステルを貧溶剤と混合して湿潤或いは膨潤させた後、さらに良溶剤
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を添加して溶解する方法も好ましく用いられる。
【０１９２】
　加圧は窒素ガス等の不活性気体を圧入する方法や、加熱によって溶剤の蒸気圧を上昇さ
せる方法によって行ってもよい。加熱は外部から行うことが好ましく、例えばジャケット
タイプのものは温度コントロールが容易で好ましい。
【０１９３】
　溶剤を添加しての加熱温度は、高い方がセルロースエステルの溶解性の観点から好まし
い。しかしながら、加熱温度が高過ぎると必要とされる圧力が大きくなり生産性が悪くな
る。好ましい加熱温度は、４５～１２０℃であり、６０～１１０℃がより好ましく、７０
℃～１０５℃がさらに好ましい。また、圧力は設定温度で溶剤が沸騰しないように調整さ
れる。
【０１９４】
　若しくは冷却溶解法も好ましく用いられ、これによって酢酸メチルなどの溶媒にセルロ
ースエステルを溶解させることができる。
【０１９５】
　次に、このセルロースエステル溶液を濾紙等の適当な濾過材を用いて濾過する。濾過材
としては、不溶物等を除去するために絶対濾過精度が小さい方が好ましい。しかしながら
、絶対濾過精度が小さ過ぎると、濾過材の目詰まりが発生しやすいという問題がある。こ
のため、絶対濾過精度０．００８ｍｍ以下の濾材が好ましく、０．００１～０．００８ｍ
ｍの濾材がより好ましく、０．００３～０．００６ｍｍの濾材がさらに好ましい。
【０１９６】
　濾材の材質は特に制限はなく、通常の濾材を使用することができるが、ポリプロピレン
、テフロン（登録商標）等のプラスチック製の濾材や、ステンレススティール等の金属製
の濾材が繊維の脱落等がなく好ましい。濾過により、原料のセルロースエステルに含まれ
ていた不純物、特に輝点異物を除去、低減することが好ましい。
【０１９７】
　輝点異物とは、二枚の偏光板をクロスニコル状態にして配置し、その間にセルロースエ
ステルフィルムを置き、一方の偏光板の側から光を当てて、他方の偏光板の側から観察し
た時に反対側からの光が漏れて見える点（異物）のことであり、径が０．０１ｍｍ以上で
ある輝点数が２００個／ｃｍ２以下であることが好ましい。より好ましくは１００個／ｃ
ｍ２以下であり、さらに好ましくは５０個／ｍ２以下であり、最も好ましくは０～１０個
／ｃｍ２である。また、０．０１ｍｍ以下の輝点も少ない方が好ましい。
【０１９８】
　ドープの濾過は通常の方法で行うことができるが、溶剤の常圧での沸点以上で、かつ加
圧下で溶剤が沸騰しない範囲の温度で加熱しながら濾過する方法が、濾過前後の濾圧の差
（差圧という）の上昇が小さく、好ましい。好ましい温度は４５～１２０℃であり、４５
～７０℃がより好ましく、４５～５５℃であることがさらに好ましい。
【０１９９】
　濾圧は小さい方が好ましい。濾圧は１．６ＭＰａ以下であることが好ましく、１．２Ｍ
Ｐａ以下であることがより好ましく、１．０ＭＰａ以下であることがさらに好ましい。
【０２００】
　ここで、ドープの流延について説明する。
【０２０１】
　流延（キャスト）工程における金属支持体は、表面を鏡面仕上げしたものが好ましい。
金属支持体としては、ステンレススティールベルト若しくは鋳物で表面をメッキ仕上げし
たドラムが好ましく用いられる。キャストの幅は１～４ｍとすることができる。流延工程
の金属支持体の表面温度は－５０℃～溶剤が沸騰して発泡しない温度以下に設定される。
温度が高い方がウェブの乾燥速度が速くできるので好ましい。しかしながら、余り高過ぎ
るとウェブが発泡したり、平面性が劣化する場合がある。好ましい支持体温度としては０
～１００℃で適宜決定され、５～３０℃がさらに好ましい。或いは、冷却することによっ
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てウェブをゲル化させて残留溶媒を多く含んだ状態でドラムから剥離することも好ましい
方法である。金属支持体の温度を制御する方法は特に制限されないが、温風又は冷風を吹
きかける方法や、温水を金属支持体の裏側に接触させる方法がある。温水を用いる方が熱
の伝達が効率的に行われるため、金属支持体の温度が一定になるまでの時間が短く好まし
い。温風を用いる場合は溶媒の蒸発潜熱によるウェブの温度低下を考慮して、溶媒の沸点
以上の温風を使用しつつ、発泡も防ぎながら目的の温度よりも高い温度の風を使う場合が
ある。特に、流延から剥離するまでの間で支持体の温度及び乾燥風の温度を変更し、効率
的に乾燥を行うことが好ましい。
【０２０２】
　セルロースエステルフィルムが良好な平面性を示すためには、金属支持体からウェブを
剥離する際の残留溶媒量は１０～１５０質量％が好ましく、さらに好ましくは２０～４０
質量％又は６０～１３０質量％であり、特に好ましくは、２０～３０質量％又は７０～１
２０質量％である。また、該金属支持体上の剥離位置における温度を－５０～４０℃とす
るのが好ましく、１０～４０℃がより好ましく、１５～３０℃とするのが最も好ましい。
【０２０３】
　本実施形態においては、残留溶媒量は下記式で定義される。
　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００
　なお、Ｍはウェブ又はフィルムを製造中又は製造後の任意の時点で採取した試料の質量
で、ＮはＭを１１５℃で１時間の加熱後の質量である。
【０２０４】
　また、セルロースエステルフィルムの乾燥工程においては、ウェブを金属支持体より剥
離し、さらに乾燥し、残留溶媒量が０．５質量％以下となるまで乾燥される。
【０２０５】
　フィルム乾燥工程では一般にロール乾燥方式（上下に配置した多数のロールをウェブを
交互に通し乾燥させる方式）やテンター方式でウェブを搬送、必要ならば延伸させながら
乾燥する方式が採られる。
【０２０６】
　前記金属支持体から剥離する際に、剥離張力及びその後の搬送張力によってウェブは縦
方向に延伸するため、本実施形態においては流延支持体からウェブを剥離する際は剥離及
び搬送張力をできるだけ下げた状態で行うことが好ましい。具体的には、例えば５０～１
７０Ｎ／ｍ以下にすることが効果的である。その際、２０℃以下の冷風を当て、ウェブを
急速に固定化することが好ましい。
【０２０７】
　次いで、上記乾燥したフィルムを、横延伸テンターを用いて、搬送方向と直交する方向
（Ｔｒａｎｓｖｅｒｓｅ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ：ＴＤ方向）に延伸させる。具体的には、
フィルムの搬送方向に垂直な方向の両端部をクリップ等で把持して、対向するクリップ間
の距離を大きくすることによって、ＴＤ方向に延伸する。その際、下記式で求められる延
伸率が１～３０％となるように延伸することが好ましい。
　延伸率（％）＝｛（延伸後の幅方向の長さ－延伸前の幅方向の長さ）／延伸前の幅方向
の長さ｝×１００
【０２０８】
　フィルムを延伸させる際は、フィルムを加熱して行う。このフィルムの加熱は、例えば
、加熱風をフィルムに吹きつけることによって行ってもよいし、赤外線ヒーター等の加熱
装置で加熱してもよい。
【０２０９】
　前記横延伸テンターは予熱ゾーン、横延伸ゾーン、保持ゾーン、冷却ゾーンを有するオ
ーブンが用いられる。
【０２１０】
　予熱ゾーンとは、オーブン入口部において、両端を把持した把持具の間隔が一定の間隔
を保ったまま走行する区間をさす。
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【０２１１】
　横延伸ゾーンとは、両端を把持した把持具の間隔が開きだし、所定の間隔になるまでの
区間をさす。このとき、両端の把持具が走行するレールの開き角度は、両レールともに同
じ角度で開いてもよいし、各々異なる角度で開いてもよい。
【０２１２】
　保持ゾーンとは、横延伸ゾーンあるいは斜め延伸ゾーンより後の把持具の間隔が再び一
定となる期間において、両端の把持具が互いに平行を保ったまま走行する区間をさす。
【０２１３】
　冷却ゾーンとは、保持ゾーンより後の区間において、ゾーン内の温度がフィルムを構成
する熱可塑性樹脂のガラス転移温度Ｔｇ℃以下に設定される区間をさす。このとき、冷却
によるフィルムの縮みを考慮して、予め対向する把持具間隔を狭めるようなレールパター
ンとしてもよい。
【０２１４】
　各ゾーンの温度は、熱可塑性樹脂のガラス転移温度Ｔｇに対し、予熱ゾーンの温度はＴ
ｇ～Ｔｇ＋３０℃、延伸ゾーンの温度はＴｇ～Ｔｇ＋３０℃、冷却ゾーンの温度はＴｇ－
３０～Ｔｇ℃に設定することが好ましい。
【０２１５】
　次いで、上記作成したフィルムを長尺フィルム原反として、前述の本実施形態に係る斜
め延伸テンターにより所望の角度に延伸を行い、長尺延伸フィルムとすることができる。
【０２１６】
　＜円偏光板＞
　本発明の実施形態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは、下記特徴と有す
るλ／４板であることが好ましい。
【０２１７】
　（λ／４板）
　λ／４板とは、ある特定の波長の直線偏光を円偏光に（または、円偏光を直線偏光に）
変換する機能を有するものをいう。λ／４板は、所定の光の波長（通常、可視光領域）に
対して、層の面内の位相差値Ｒｏが約１／４となるように設計されている。波長５５０ｎ
ｍで測定したリターデーション値Ｒｏ（５５０）が１００～１６０ｎｍの範囲であること
が好ましく、１２０～１５０ｎｍであることがより好ましい。
【０２１８】
　また、λ／４板は、可視光の波長の範囲においてほぼ完全な円偏光を得るため、可視光
の波長の範囲において概ね波長の１／４のリターデーションを有する位相差板であること
が好ましい。
【０２１９】
　「可視光の波長の範囲において概ね１／４のリターデーション」とは、波長４００から
７００ｎｍにおいて長波長ほどリターデーションが大きく、波長４５０ｎｍで測定した下
記式（ｉ）で表されるリターデーション値であるＲｏ（４５０）と波長５９０ｎｍで測定
したリターデーション値であるＲｏ（５９０）が、１＜Ｒｏ（５９０）／Ｒｏ（４５０）
≦１．６を満たすことが好ましい。さらにλ／４板として有効に機能するためには、Ｒｏ
（４５０）が１００～１２５ｎｍの範囲内であり、波長５５０ｎｍで測定したリターデー
ション値Ｒｏ（５５０）が１２５～１４２ｎｍの範囲内であり、Ｒｏ（５９０）が１３０
～１５２ｎｍの範囲内の位相差フィルムであることがより好ましい。
　式（ｉ）：Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　式（ii）：Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
　式中、ｎｘ、ｎｙは、２３℃・５５％ＲＨ、４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、５９０ｎｍの各
々における屈折率ｎｘ（フィルムの面内の最大の屈折率、遅相軸方向の屈折率ともいう。
）、ｎｙ（フィルム面内で遅相軸に直交する方向の屈折率）、ｎｚ（フィルムの膜厚方向
の屈折率）であり、ｄはフィルムの厚さ（ｎｍ）である。
【０２２０】
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　Ｒｏ、Ｒｔは自動複屈折率計を用いて測定することができる。自動複屈折率計ＫＯＢＲ
Ａ－２１ＡＤＨ（王子計測機器（株）製）を用いて、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、各
波長での複屈折率測定によりＲｏを算出する。
【０２２１】
　λ／４板の遅相軸と後述する偏光子（長尺偏光フィルム）の透過軸との角度が実質的に
４５°になるように積層すると円偏光板が得られる。「実質的に４５°」とは、４０～５
０°であることを意味する。λ／４板の面内の遅相軸と偏光子の透過軸との角度は、４１
～４９°であることが好ましく、４２～４８°であることがより好ましく、４３～４７°
であることがさらに好ましく、４４～４６°であることが最も好ましい。
【０２２２】
　すなわち、本実施形態に係る長尺延伸フィルムは、上記式（ｉ）で表される面内リター
デーションＲｏ（５５０）が１００～１６０ｎｍであり、長尺延伸フィルムの幅手方向に
対する遅相軸の角度である配向角θが４０～５０°であることが好ましい。
【０２２３】
　そうすることによって、ディスプレイ装置の色味の不均一を十分に抑制することができ
る円偏光板を製造することができる。
【０２２４】
　本実施形態に係る円偏光板（偏光板とも称する。）は、偏光子としてヨウ素、又は二色
性染料をドープしたポリビニルアルコールを延伸したものを使用し、本発明の実施形態に
係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムであるλ／４板／偏光子／光学フィルムの
構成で貼合して製造することができる。立体映像表示装置である液晶表示装置に本実施形
態に係る円偏光板（長尺偏光板）を使用する場合、上記λ／４板は視認側に貼合する。
【０２２５】
　前記光学フィルムは、ポリマーフィルムであることが好ましく、製造が容易であること
、光学的に均一性であること、光学的に透明性であることが好ましい。これらの性質を有
していれば何れでもよく、例えば、セルロースエステル系フィルム、ポリエステル系フィ
ルム、ポリカーボネート系フィルム、ポリアリレート系フィルム、ポリスルホン（ポリエ
ーテルスルホンも含む）系フィルム、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
レート等のポリエステルフィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、セ
ロファン、セルロースジアセテートフィルム、セルロースアセテートブチレートフィルム
、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、エチレンビニルアルコ
ールフィルム、シンジオタクティックポリスチレン系フィルム，ポリカーボネートフィル
ム、ノルボルネン樹脂系フィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリエーテルケトンフ
ィルム、ポリエーテルケトンイミドフィルム、ポリアミドフィルム、フッ素樹脂フィルム
、ナイロンフィルム、シクロオレフィンポリマーフィルム、ポリビニルアセタール系樹脂
フィルム、ポリメチルメタクリレートフィルム又はアクリルフィルム等を挙げることがで
きるが、これらに限定されるわけではない。
【０２２６】
　セルロースエステル系フィルムの場合は、前述の延伸フィルムで用いられるセルロース
アセテート、可塑剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、リターデーション調整剤、マット剤、
劣化防止剤、剥離助剤、界面活性剤等を好ましく用いることができる。
【０２２７】
　偏光子に対して前記λ／４板を貼合した面と反対側の面に貼合される光学フィルムは、
上記式で定義されるリターデーション値Ｒｏ、Ｒｔが各々２０～１５０ｎｍ、７０～４０
０ｎｍである光学フィルム、又は０ｎｍ≦Ｒｏ≦２ｎｍ、かつ－１５ｎｍ≦Ｒｔ≦１５ｎ
ｍであることが好ましい。
【０２２８】
　上記光学フィルムとして、例えば、負の一軸性を有する化合物であるディスコティック
液晶性化合物を支持体上に担持させる方法（例えば、特開平７－３２５２２１号公報参照
。）、正の光学異方性を有するネマティック型高分子液晶性化合物を深さ方向に液晶分子
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のプレチルト角が変化するハイブリッド配向をさせたものを支持体上に担持させる方法（
例えば、特開平１０－１８６３５６号公報参照。）、正の光学異方性を有するネマティッ
ク型液晶性化合物を支持体上に２層構成にして各々の層の配向方向を略９０°とすること
により擬似的に負の一軸性類似の光学特性を付与させる方法（例えば、特開平８－１５６
８１号公報参照。）等による光学異方性層を支持体上に設けた光学フィルム、又は、従来
のＴＡＣフィルムの代わりにセルロース誘導体フィルムを延伸により位相差を発現させ、
これをケン化処理してＰＶＡ偏光子をラミネートすることにより位相差フィルムの機能を
併せ持つ光学フィルム（例えば、特開２００３－２７０４４２号公報参照。）、セルロー
スエステルフィルムにリターデーション調整剤を添加し、位相差フィルムを得る方法（例
えば、特開２０００－２７５４３４号公報、２００３－３４４６５５号公報参照。）等に
よる光学補償フィルムが挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【０２２９】
　例えば、市販のセルロースエステルフィルムとして、コニカミノルタタック　ＫＣ８Ｕ
Ｘ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ８ＵＣＲ３、ＫＣ８ＵＣＲ４、ＫＣ８ＵＣＲ５、ＫＣ
８ＵＹ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ１２ＵＲ、ＫＣ１６ＵＲ、ＫＣ４ＵＥ、ＫＣ８ＵＥ、ＫＣ４Ｆ
Ｒ－１、ＫＣ４ＦＲ－２（以上コニカミノルタオプト（株）製）なども好ましく用いられ
る。
【０２３０】
　偏光子の膜厚は５～４０μｍ、好ましくは５～３０μｍであり、特に好ましくは５～２
０μｍである。
【０２３１】
　偏光板の製造方法は、特に限定されないが、例えば、前記長尺延伸フィルムを、長尺偏
光フィルムと貼り合わせる方法が挙げられる。より具体的な製造方法は、後述する。
【０２３２】
　そうすることによって、ディスプレイ装置の色味の不均一を十分に抑制することができ
る円偏光板を製造することができる。
【０２３３】
　偏光板は一般的な方法で作製することができる。アルカリ鹸化処理した本発明の実施形
態に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは、ポリビニルアルコール系フィルム
をヨウ素溶液中に浸漬延伸して作製した偏光子の少なくとも一方の面に、完全鹸化型ポリ
ビニルアルコール水溶液を用いて貼り合わせることが好ましい。もう一方の面には、前記
光学フィルムを貼合することが好ましい。
【０２３４】
　偏光板は、さらに該偏光板の一方の面にプロテクトフィルムを、反対面にセパレートフ
ィルムを貼合して構成することができる。プロテクトフィルム及びセパレートフィルムは
偏光板出荷時、製品検査時等において偏光板を保護する目的で用いられる。
【０２３５】
　＜液晶表示装置＞
　本実施形態に係る長尺延伸フィルムを用いて得られた偏光板を液晶セルの視認側の面に
貼合した液晶表示装置とすることによって、液晶表示装置を作製することができる。本実
施形態に係る円偏光板は反射型、透過型、半透過型ＬＣＤ或いは、スーパーツイステッド
ネマティック（ＳＴＮ）モード、ツイステッドネマティック（ＴＮ）モード、インプレー
ンスイッチング（ＩＰＳ）モード、垂直配向（ＶＡ）モード、ベンドネマチック（ＯＣＢ
：Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モードおよびハ
イブリッド配向（ＨＡＮ：Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モードの液
晶表示装置に用いることができる。
【０２３６】
　また、本実施形態に係る長尺延伸フィルムを用いたλ／４板は、立体画像表示装置にお
いて、種々の態様において用いることができる。例えば、液晶表示装置と液晶シャッタメ
ガネとからなる立体画像表示装置であって、当該液晶シャッタメガネが、（１）λ／４板
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、液晶セル、及び偏光子がこの順に設けられている、又は（２）λ／４板、偏光子、液晶
セル、及び偏光子がこの順に設けられている液晶シャッタメガネであることを特徴とする
態様の立体画像表示装置において用いることができる。
【０２３７】
　なお、いずれの態様の場合も、液晶表示装置の前側偏光板は、λ／４板、偏光子、及び
光学フィルムセル、及び偏光子がこの順に設けられている構成になっている。
【０２３８】
　本実施形態においては、上記の態様・構成により、立体（３Ｄ）画像観賞時に首を傾け
た際のクロストーク若しくは輝度低下及び色味変化を低減でき、使用環境に対して優れた
視認性を保つことが可能で、使用環境に対してより耐久性が高い立体画像表示装置とする
ことができる。
【０２３９】
　＜ＥＬ素子での実施態様＞
　また、本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルムを用いたλ／４板は、有機ＥＬ表示装
置のような自発光型表示装置の反射防止の用途に用いられる円偏光板として特に好ましく
用いられる。本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルムは、幅手方向における遅相軸の方
向（配向角）の均一性に優れるため、有機ＥＬ表示装置に用いられた場合には、特に色味
の均一性に優れた表示装置とすることができる。
【０２４０】
　図５は、本実施形態に係るλ/４板（円偏光素子）をＥＬ素子に使用した場合の、好ま
しい実施態様の概略図である。
【０２４１】
　ここで、吸収型直線偏光板１は、吸収型直線偏光子５０１の両面を偏光板保護フィルム
で挟んだものである。これに対して、１／４波長板として本発明の実施形態に係る長尺延
伸フィルム５０２を、吸収型直線偏光子５０１の透過軸と本発明の実施形態に係る長尺延
伸フィルム５０２の遅相軸が約４５°（または１３５°）の関係になるように貼り合わせ
ることで、円偏光素子５０３とされている。なお、ここでは吸収型直線偏光子５０１の両
面に偏光板保護フィルム貼り合わされているとしたが、本発明の実施形態に係る長尺延伸
フィルム５０２を光源側の保護フィルムとして兼用する形態が好ましい。
【０２４２】
　図５に示すように、本実施形態に係るＥＬ素子１０は、吸収型直線偏光板１と、１／４
波長板として本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルム５０２を有する円偏光素子５０３
を具備している。
【０２４３】
　ここで、吸収型直線偏光板１の透過軸と、本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルム５
０２の遅相軸とは、４５°（または１３５°）で交差するように配置されており、吸収型
直線偏光板１を透過した直線偏光は、本発明の実施形態に係る長尺延伸フィルム５０２に
よって円偏光に変換されることになる。
【０２４４】
　また、ＥＬ素子１０は、円偏光素子５０３に対向配置された透明基板５０４と、透明基
板５０４上に形成された陽極５０５と、陽極５０５に対向配置された陰極５０６と、陽極
５０５および陰極５０６の間に配置された発光層５０７とを備えている。
【０２４５】
　このような構成を有するＥＬ素子１０において、陰極５０６から電子を、陽極５０５か
ら正孔を注入し、両者が発光層５０７で再結合することにより、発光層５０７の発光特性
に対応した可視光線の発光が生じる。発光層７で生じた光は、直接又は陰極５０６で反射
した後、陽極５０５、透明基板５０４、円偏光素子５０３を介して外部に取り出されるこ
とになる。
【０２４６】
　一方、室内照明等によりＥＬ素子１０の外部から入射した外光Ｉ１（吸収型直線偏光板
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１の面に垂直な方向から入射した外光）は、吸収型直線偏光板１によって半分は吸収され
、残りの半分は直線偏光として透過し、１／４波長板である実施形態に係る長尺延伸フィ
ルム５０２に入射する。
【０２４７】
　延伸フィルム５０２に入射した光は、吸収型直線偏光板１の透過軸と長尺延伸フィルム
５０２の遅相軸とが４５°（または１３５°）で交差するように配置されているため、入
射光は長尺延伸フィルム５０２を透過することにより円偏光Ｒ２に変換される。
【０２４８】
　長尺延伸フィルム５０２を出射した円偏光Ｒ２は、陰極５０６で鏡面反射する際に、位
相が１８０度反転し、逆廻りの円偏光Ｒ１として反射される。
【０２４９】
　当該反射光Ｒ１は、長尺延伸フィルム５０２に入射することにより、吸収型直線偏光板
１の吸収軸（光軸に直交する軸）に平行な直線偏光に変換されるため、吸収型直線偏光板
１で全て吸収され、外部に出射されないことになる。
【０２５０】
　これに対し、斜め方向から入射する外光Ｉ２は、長尺延伸フィルム５０２を通過する際
、その光路長が長くなるため、円偏光からずれてしまい、楕円偏光となるため、反射光の
一部の光（図５に点線で示す光）が外部に漏れ、観察者に視認される場合がある。
【０２５１】
　それに対して、長尺延伸フィルムのＲｔを－２０～２０ｎｍとすると、斜め方向からの
入射光の光漏れを低減し、色味変化をさらに小さくすることが可能である。
【０２５２】
　本実施形態に係る円偏光素子は、ボトムエミッション方式だけでなく、トップエミッシ
ョン方式に対しても使用することが可能である。
【０２５３】
　本明細書は、上述したように様々な態様の技術を開示しているが、そのうち主な技術を
以下に纏める。
【０２５４】
　本発明の一局面は、熱可塑性樹脂からなる長尺フィルム原反を供給する長尺フィルム原
反供給工程、前記長尺フィルム原反を幅手方向に対して０°より大きく９０°未満の方向
に斜め延伸する斜め延伸工程、及び、前記斜め延伸工程後の長尺延伸フィルムを巻き取る
工程を有する長尺延伸フィルムの製造方法であって、前記長尺フィルム原反供給工程では
、前記斜め延伸工程直後の長尺延伸フィルムの搬送方向とは異なる方向から前記長尺フィ
ルム原反を供給し、前記斜め延伸工程では、供給された長尺フィルム原反の両端部を把持
具により把持しながら搬送し、把持状態を保持したまま搬送方向を変えて、一方の把持部
と他方の把持部の移動距離を異ならせることで、前記長尺フィルム原反を巻取方向に対し
て０°より大きく９０°未満の斜め方向に延伸し、前記長尺フィルム原反供給工程におい
ては、前記斜め延伸工程において発生するボウイングに対して、逆の方向のボウイングを
有する長尺フィルム原反を供給することを特徴とする長尺延伸フィルムの製造方法である
。
【０２５５】
　なお、上記におけるボウイングの方向とは、長尺方向における方向を表している。即ち
、本実施形態においては、斜め延伸工程において発生するボウイングが搬送方向の上流側
（長尺フィルム原反の供給側）に対して凸の弓型形状を呈する場合には、前記長尺フィル
ム原反供給工程において供給する長尺フィルム原反は、搬送方向の下流側（長尺延伸フィ
ルムの巻取り側）に凸の弓型形状を有するものとすることを表す。
【０２５６】
　このような構成によれば、斜め延伸を行う際のボウイングの発生を効果的に抑制し、遅
相軸傾斜角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムの製造方法を提供することができる
。また、このような製造方法により得られた長尺延伸フィルムを用いれば、長尺状の偏光



(32) JP 6044541 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

フィルムとロール・トゥ・ロールで貼り合わせることで、円偏光板を得ることができる。
このため、生産性や歩留まりを大幅に改善できるとともに、得られた円偏光板を用いたデ
ィスプレイ装置においては、優れた色味の均一性を示す。
【０２５７】
　また、長尺延伸フィルムの製造方法において、前記長尺フィルム原反は、前記熱可塑性
樹脂からなるフィルム材料を製膜後、一旦巻き取って、ロール状の長尺フィルム原反とさ
れた後に、再度繰り出すことで前記斜め延伸工程に供給されるものであり、前記フィルム
材料は、前記ロール状の長尺フィルム原反とされる前に、前記斜め延伸工程において発生
するボウイングに対して、同一方向のボウイングを発生する条件で製造されたものである
ことが好ましい。
【０２５８】
　このような構成によれば、ロール状の長尺フィルム原反を製造する際に、発生したボウ
イングが、ロール状の長尺フィルム原反を繰り出す際、巻き取り方向とは、反対の方向に
繰り出されるので、長尺フィルム原反供給工程において、斜め延伸工程において発生する
ボウイングに対して、逆の方向のボウイングを有するボウイングを有する長尺フィルムを
、連続的に供給することができる。すなわち、斜め延伸を行う際のボウイングの発生を効
果的に抑制し、遅相軸傾斜角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムを、より容易に製
造することができる。
【０２５９】
　また、長尺延伸フィルムの製造方法において、前記長尺フィルム原反は、前記斜め延伸
工程において発生するボウイングに対して、逆方向のボウイングを発生させる工程を経て
、その後巻き取られることなく前記斜め延伸工程に供給されることが好ましい。
【０２６０】
　このような構成によれば、長尺フィルム原反供給工程において、斜め延伸工程において
発生するボウイングに対して、逆の方向のボウイングを有するボウイングを有する長尺フ
ィルムを、連続的に供給することができる。すなわち、斜め延伸を行う際のボウイングの
発生を効果的に抑制し、遅相軸傾斜角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムを、より
容易に製造することができる。
【０２６１】
　また、長尺延伸フィルムの製造方法において、前記長尺延伸フィルムは、斜め延伸後の
ボウイング量が－１．０％以上＋１．０％以下であることが好ましい。
【０２６２】
　このような構成によれば、ディスプレイ装置の色味の不均一を十分に抑制することがで
きる円偏光板を製造することができる。
【０２６３】
　また、長尺延伸フィルムの製造方法において、前記長尺延伸フィルムの下記式で表され
る面内リターデーションＲｏ（５５０）が１００～１６０ｎｍであり、長尺延伸フィルム
の幅手方向に対する遅相軸の角度である配向角θが４０～５０°であることが好ましい。
　　　Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　なお、ｎｘは、前記長尺延伸フィルムの面内の遅相軸方向における波長５５０ｎｍの光
に対する屈折率を表し、ｎｙは、前記長尺延伸フィルムの面内の前記ｎｘに垂直な方向に
おける波長５５０ｎｍの光に対する屈折率を表し、ｄは前記長尺延伸フィルムの厚さ（ｎ
ｍ）を表す。
【０２６４】
　このような構成によれば、ディスプレイ装置の色味の不均一を十分に抑制することがで
きる円偏光板を製造することができる。
【０２６５】
　また、本発明の他の一局面は、前記長尺延伸フィルムの製造方法により得られた長尺延
伸フィルムを、長尺偏光フィルムと貼り合わせることを特徴とする円偏光板の製造方法で
ある。
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【０２６６】
　このような構成によれば、ディスプレイ装置の色味の不均一を十分に抑制することがで
きる円偏光板を製造することができる。
【実施例】
【０２６７】
　以下に実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【０２６８】
　＜ドープ液の作製＞
　（ポリエステルＡの作製）
　窒素雰囲気下、テレフタル酸ジメチル４．８５ｇ、１，２－プロピレングリコール４．
４ｇ、ｐ－トルイル酸６．８ｇ、テトライソプロピルチタネート１０ｍｇを混合し、１４
０℃で２時間攪拌を行った後、さらに２１０℃で１６時間攪拌を行った。次に、１７０℃
まで降温し、未反応物の１，２－プロピレングリコールを減圧留去することにより、ポリ
エステルＡを得た。
【０２６９】
　〈微粒子分散液１〉
　微粒子（アエロジル　Ｒ８１２　　日本アエロジル（株）製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９質量部
　以上をディゾルバーで５０分間攪拌混合した後、マントンゴーリンで分散を行った。
【０２７０】
　〈微粒子添加液１〉
　メチレンクロライドを入れた溶解タンクに十分攪拌しながら、微粒子分散液１をゆっく
りと添加した。さらに、二次粒子の粒径が所定の大きさとなるようにアトライターにて分
散を行った。これを日本精線（株）製のファインメットＮＦで濾過し、微粒子添加液１を
調製した。
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９質量部
　微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
【０２７１】
　下記組成の主ドープ液を調製した。まず加圧溶解タンクにメチレンクロライドとエタノ
ールを添加した。溶剤の入った加圧溶解タンクにセルロースエステル、糖エステル化合物
、ポリエステルＡ、ＴＩＮＵＶＩＮ９２８、微粒子添加液１を攪拌しながら投入した。こ
れを加熱し、攪拌しながら、完全に溶解し、これを安積濾紙（株）製の安積濾紙Ｎｏ．２
４４を使用して濾過し、主ドープ液を調製した。
　〈主ドープ液の組成〉
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　３４０質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４質量部
　セルロースエステル（セルロースアセテートプロピオネート：アセチル基置換度１．５
、プロピオニル基０．９、総置換度２．４）　１００質量部
　糖エステル化合物（１－２２）　　　　　　　　　　　　７．０質量部
　ポリエステルＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５質量部
　ＴＩＮＵＶＩＮ９２８（ＢＡＳＦジャパン社製）　　　　１．５質量部
　微粒子添加液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
　以上を密閉容器に投入し、攪拌しながら溶解してドープ液を調製した。
【０２７２】
　＜実施例１＞
　（長尺フィルム原反１の作成）
　無端ベルト流延装置を用い、上記ドープ液を温度３３℃、２０００ｍｍ幅でステンレス
スティールベルト支持体上に均一に流延した。ステンレススティールベルトの温度は３０
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℃に制御した。
【０２７３】
　ステンレススティールベルト支持体上で、流延（キャスト）したフィルム中の残留溶媒
量が７５％になるまで溶媒を蒸発させ、次いで剥離張力１１０Ｎ／ｍで、ステンレスステ
ィールベルト支持体上から剥離した。
【０２７４】
　剥離したセルロースエステルフィルムを、横延伸テンターにて幅方向に１．１倍延伸し
た。その時の横延伸テンターオーブンの温度条件としては、予熱ゾーンは１６０℃、延伸
ゾーンは１６５℃、保持ゾーンは１７２℃、冷却ゾーンは１１０℃に調整した。
【０２７５】
　次いで、フィルム両端部のテンタークリップ痕部をトリミングし、乾燥温度は１３０℃
で、搬送張力は１００Ｎ／ｍとして、長尺フィルム原反を多数のロールを用いて乾燥ゾー
ン内を搬送させながら乾燥を終了させた後、巻取工程において巻回体として巻き取った。
【０２７６】
　以上のようにして、乾燥膜厚８０μｍのロール状の長尺フィルム原反１を得た。
【０２７７】
　横延伸した後の長尺フィルム原反のボウイング量を測定するため、横延伸テンターに入
る直前のフィルムに対して、幅手方向に描線するための冶具を設けた。
【０２７８】
　具体的には、フィルム上部に墨のついた天蚕糸もしくは凧糸をフィルム搬送方向に垂直
な方向に、糸が張った状態で渡しておき、任意の位置で天蚕糸もしくは凧糸を弾くことで
フィルム幅手方向にわたって直線を描線できるような機構の冶具を設けた。
【０２７９】
　図６を用いて、本発明におけるボウイング量の定義及び解析方法を説明する。
【０２８０】
　前記冶具を用いて、テンター入り前の段階で、フィルム面に直線Ｌ６０１を描線する。
ボウイングが発生する条件のときには、前記直線Ｌ６０１は、テンター通過後においては
直線状態からボウイング状態に応じた湾曲線Ｃに形状が変化する。
【０２８１】
　このとき、湾曲線Ｃの両端を結ぶ直線（破線）Ｌ６０３の長さをa（幅手方向の長さに
等しい）[ｍｍ]とし、直線Ｌ６０３の中点Ｍ６０４から湾曲線Ｃ６０２まで搬送方向に平
行にひいた直線Ｌ６０５の長さをｂ[ｍｍ]としたときのボウイング量Ｂを下記式（１）に
て定義した。

　このとき湾曲線Ｃが搬送方向下流側に向かって凸状に湾曲している状態を、搬送方向に
対して凸型のボウイングと表現し、ボウイング量を＋として定義した。
【０２８２】
　逆に、湾曲線Ｃが搬送方向とは逆側即ち上流側に向かって凸状に湾曲している状態を、
搬送方向に対して凹型のボウイングと表現し、ボウイング量を－として定義した。
【０２８３】
　長尺フィルム原反１上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に対して凹型のボウイ
ングを有しており、そのときのボウイング量は、－８％であった。
【０２８４】
　（長尺延伸フィルム１の作成）
　次いで、長尺フィルム原反１をフィルム巻出工程より巻出し、図２で示されるような斜
め延伸テンターを用いて斜め延伸する斜め延伸工程について説明する。
【０２８５】
　このとき、前工程で巻き取ったフィルム巻回体において、その後尾より巻出す形とした
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。
【０２８６】
　すなわち、前工程で付与した、前工程における搬送方向に対して凹型のボウイングは、
斜め延伸テンター搬送方向の下流側に凸型のボウイングとなって搬送されることとなる。
【０２８７】
　ロール状の長尺フィルム原反１を、図２の装置のスライド可能な繰出装置にセットし、
角度θｉ＝４７°となるようにレールパターンが設定された斜め延伸テンターに供給した
。なお、この斜め延伸テンターは、予熱ゾーン、横延伸ゾーン、斜め延伸ゾーン、保持ゾ
ーン、冷却ゾーンを有する。そのとき、斜め延伸テンターの入口部に最も近いガイドロー
ルの主軸と斜め延伸テンターの把持具（クリップつかみ部）との距離を８０ｃｍとした。
クリップは、搬送方向の長さが２インチのものを、上記ガイドロールは直径１０ｃｍのも
のを使用した。斜め延伸テンター内にて、予熱ゾーンの温度を１８０℃、横延伸ゾーンの
温度を１７７℃、斜め延伸ゾーンの温度を１７７℃、保持ゾーンの温度を１７７℃、冷却
ゾーンの温度を１１０℃とした。またテンター出口における引取張力２００Ｎ／ｍとし、
横延伸ゾーンにおいて横延伸倍率が１．３倍となるよう延伸し、さらに斜め延伸ゾーンに
おいて斜め延伸倍率が１．５倍となるように延伸を行った。なお、この際、配向角θは、
４５°となるように斜め方向に延伸を行った。延伸後のフィルムは、斜め延伸テンター出
口側第一ロールで測定した張力の変動を引取モーター回転数に反映させるフィードバック
制御を行って、引取張力の変動が３％未満となるように制御した。その後、フィルム両端
をトリミングして、エアーフローロールからなる搬送方向変更装置で搬送方向を変更し、
スライド可能な巻取装置で巻き取り、２０００ｍｍ幅のロール状の長尺延伸フィルム１を
得た。
【０２８８】
　なお、ここで記載した斜め延伸テンターでの延伸倍率とは、テンター入口部で把持した
クリップ両端の間隔Ｗｏがテンター出口部において間隔Ｗとなったときの倍率Ｗ/Ｗｏの
比で定義される値となる。
【０２８９】
　なお、加熱および延伸する際におけるフィルム移動速度は５ｍ／分とした。
【０２９０】
　また、フィルムの幅方向に渡って温度制御をするための加熱装置を使用して延伸を行っ
た。加熱装置は延伸後のフィルム幅方向のフィルムの厚さが、延伸前の幅方向フィルム厚
さ分布と同程度になるように温度制御を行った。
【０２９１】
　長尺延伸フィルム１上に描線された湾曲線は搬送方向の上流側に凸型のボウイングを有
しており、そのときのボウイング量は、－０．２％であった。
【０２９２】
　その時の長尺延伸フィルム１の総膜厚は６０μｍだった。
【０２９３】
　その他、光学特性を表１に示す。
【０２９４】
　＜実施例２＞
　（長尺フィルム原反２の作成）
　横延伸テンターオーブンの温度条件のうち、保持ゾーンを１５８℃に調整した他は、長
尺フィルム原反１の作成方法と同様にして、長尺フィルム原反２を作成した。
【０２９５】
　長尺フィルム原反２上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に下流側に凸型のボウ
イングを有しており、そのときのボウイング量は、＋８％であった。
【０２９６】
　その時の長尺フィルム原反２の膜厚は８０μｍだった。
【０２９７】
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　（長尺延伸フィルム２の作成）
　前記作成した長尺フィルム原反２を、前工程にて巻取ることをせず、直接連続的に斜め
延伸テンター内に導入した他は、長尺延伸フィルム１の作成方法と同様にして、長尺延伸
フィルム２を得た。
【０２９８】
　長尺延伸フィルム２上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に対して凹型のボウイ
ングを有しており、そのときのボウイング量は、－０．２％であった。
【０２９９】
　その時の長尺延伸フィルム２の膜厚は６０μｍだった。
【０３００】
　その他、光学特性を表１に示す。
【０３０１】
　＜比較例１＞
　（長尺フィルム原反３の作成）
　横延伸テンターオーブンの温度条件のうち、保持ゾーンを１６４℃に調整した他は、長
尺フィルム原反１の作成方法と同様にして、長尺フィルム原反３を作成した。
【０３０２】
　このとき、長尺フィルム原反３の３ボウイング量は、０％であった。
【０３０３】
　（長尺延伸フィルム３の作成）
　前記作成した長尺フィルム原反３を斜め延伸テンター原反として用いる他は、長尺延伸
フィルム１の作成方法と同様にして、長尺延伸フィルム３を得た。
【０３０４】
　その時の長尺フィルム原反３の膜厚は８０μｍだった。
【０３０５】
　このとき、長尺延伸フィルム３上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に対して凹
型のボウイングを有しており、そのときのボウイング量は、－７．５％だった。
【０３０６】
　その時の長尺延伸フィルム３の膜厚は６０μｍだった。
【０３０７】
　その他、光学特性を表１に示す。
【０３０８】
　＜比較例２＞
　（長尺フィルム原反４の作成）
　長尺フィルム原反３の作成と同様にして長尺フィルム原反４を作成した。
【０３０９】
　このとき、長尺フィルム原反４のボウイング量は、０％であった。
【０３１０】
　（長尺延伸フィルム４の作成）
　前記作成した長尺フィルム原反４を、前工程にて巻取ることをせず、直接連続的に斜め
延伸テンター内に導入した他は、長尺延伸フィルム２の作成方法と同様にして、長尺延伸
フィルム４を得た。
【０３１１】
　その時の長尺フィルム原反４の膜厚は８０μｍだった。
【０３１２】
　このとき、長尺延伸フィルム４上に描線された湾曲線は搬送方向の上流側に凸型のボウ
イングを有しており、そのときのボウイング量は、－７．５％だった。
【０３１３】
　その時の長尺延伸フィルム４の膜厚は６０μｍだった。
【０３１４】
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　その他、光学特性を表１に示す。
【０３１５】
　次いで、以下の実施例では、斜め延伸テンターのレールパターンを、予熱ゾーン、第１
の横延伸ゾーン、第１の保持ゾーン、第２の横延伸ゾーン、斜め延伸ゾーン、第２の横延
伸ゾーン、第２の保持ゾーン、第３の横延伸ゾーン及び冷却ゾーンを有するように変更し
た。
【０３１６】
　＜実施例３＞
　（長尺フィルム原反５の作成）
　長尺フィルム原反１の作成方法と同様にして、長尺フィルム原反５を作成した。長尺フ
ィルム原反５上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に対して凹型のボウイングを有
しており、そのときのボウイング量は、－８％であった。
【０３１７】
　（長尺延伸フィルム５の作成）
　斜め延伸テンターオーブンの温度条件として、予熱ゾーンは１８０℃、第１の横延伸ゾ
ーンは１７７℃、第１の保持ゾーンは１７３℃、第２の横延伸ゾーンは１７７℃、斜め延
伸ゾーン温度は１７７℃、第２の保持ゾーンは１７７℃、第３の横延伸ゾーンは１７３℃
、冷却ゾーンは１１０℃とした。また、テンター出口における引取張力２００Ｎ／ｍとし
、横延伸ゾーン１における横延伸倍率が１．２倍となるよう延伸し、さらに横延伸ゾーン
２における延伸倍率が１．１倍となるように延伸し、斜め延伸ゾーンにおける斜め延伸倍
率が１．５倍となるように延伸し、さらに横延伸３ゾーンにおける延伸倍率が１．０２倍
延伸となるよう延伸を行った。他は、長尺延伸フィルム１の作成方法と同様にして、長尺
延伸フィルム５を得た。
【０３１８】
　その時の長尺フィルム原反５の膜厚は８０μｍだった。
【０３１９】
　長尺延伸フィルム５上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に対して凸型のボウイ
ングを有しており、そのときのボウイング量は、＋０．２％であった。
【０３２０】
　その時の長尺延伸フィルム５の膜厚は６０μｍだった。
【０３２１】
　その他、光学特性を表１に示す。
【０３２２】
　＜実施例４＞
　（長尺フィルム原反６の作成）
　斜め延伸テンターのレールパターン及び温度条件を実施例３と同様に変更した以外は、
長尺フィルム原反１の作成方法と同様にして、長尺フィルム原反６を作成した。長尺フィ
ルム原反６上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向の上流側に凸型のボウイングを有
しており、そのときのボウイング量は、－８％であった。
【０３２３】
　その時の長尺フィルム原反６の膜厚は８０μｍだった。
【０３２４】
　（長尺延伸フィルム６の作成）
　前記作成した長尺フィルム原反６を、前工程にて巻取ることをせず、直接連続的に斜め
延伸テンター内に導入した他は、長尺延伸フィルム５の作成方法と同様にして、長尺延伸
フィルム６を得た。
【０３２５】
　長尺延伸フィルム６上に描線された湾曲線はテンターの搬送方向に対して凸型のボウイ
ングを有しており、そのときのボウイング量は、＋０．２％であった。
【０３２６】
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　その時の長尺延伸フィルム６の膜厚は６０μｍだった。
【０３２７】
　その他、光学特性を表１に示す。
【０３２８】
　＜評価条件＞
　前記作成した長尺延伸フィルム１～６の配向角θおよび面内方向リターデーションＲｏ
、厚み方向リターデーションＲｔを位相差測定装置（王子計測社製、ＫＯＢＲＡ－ＷＸＫ
）を用いて測定した。
【０３２９】
　評価方法としては、フィルム幅方向にフィルムの５０ｍｍの間隔で測定を行い、全デー
タの平均をとった。また、全測定値の最大値－最小値の値をバラツキとして評価した。
【０３３０】
　なお、フィルム厚み方向リターデーションＲｔは下記式を用いて算出した。
　式（ｉ）：Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　式（ii）：Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
　式中、ｎｘ、ｎｙは、２３℃・５５％ＲＨ、５９０ｎｍにおける屈折率ｎｘ（フィルム
の面内の最大の屈折率、遅相軸方向の屈折率ともいう。）、ｎｙ（フィルム面内で遅相軸
に直交する方向の屈折率）、ｎｚ（フィルムの膜厚方向の屈折率）であり、ｄはフィルム
の厚さ（ｎｍ）である。
【０３３１】
【表１】

【０３３２】
　＜円偏光板１～６の作製＞
　厚さ１２０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、一軸延伸（温度１１０℃、延伸倍
率５倍）した。
【０３３３】
　これをヨウ素０．０７５ｇ、ヨウ化カリウム５ｇ、水１００ｇからなる水溶液に６０秒
間浸漬し、次いでヨウ化カリウム６ｇ、ホウ酸７．５ｇ、水１００ｇからなる６８℃の水
溶液に浸漬した。これを水洗、乾燥し偏光子（長尺偏光フィルム）を得た。
【０３３４】
　次いで、下記工程１～５に従って偏光子と前記長尺延伸フィルム１～６と、裏面側には
市販の偏光板保護フィルムであるＫＣ４ＵＹ（膜厚４０μｍのＴＡＣフィルム）を長手方
向を合わせるようにロール・トゥ・ロールで貼り合わせて円偏光板１～６を作製した。こ
こでは長尺延伸フィルム１～６が偏光子の片側の偏光板保護フィルムの機能を兼ねるもの
として利用した。
【０３３５】
　工程１：６０℃の２モル／Ｌの水酸化ナトリウム溶液に９０秒間浸漬し、次いで、水洗
し乾燥して、偏光子と貼合する側を鹸化した長尺延伸フィルム１～６を得た。
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　工程２：前記偏光子を固形分２質量％のポリビニルアルコール接着剤槽中に１～２秒間
浸漬した。
【０３３７】
　工程３：工程２で偏光子に付着した過剰の接着剤を軽く拭き除き、これを工程１で処理
した長尺延伸フィルム１～６の上にのせて配置した。
【０３３８】
　工程４：工程３で積層した長尺延伸フィルム１～６と偏光子と偏光板保護フィルムを圧
力２０～３０Ｎ／ｃｍ２、搬送スピードは約２ｍ／分で貼合した。
【０３３９】
　工程５：８０℃の乾燥機中に工程４で作製した偏光子と長尺延伸フィルム１～６と偏光
板保護フィルムとを貼り合わせた試料を２分間乾燥し、それぞれ、長尺延伸フィルム１～
６に対応する円偏光板１～６を作製した。
【０３４０】
　＜有機ＥＬ表示装置の作製＞
　視野角測定を行う有機ＥＬ表示パネルを以下のようにして作製し、有機ＥＬ表示装置と
しての特性を評価した。
【０３４１】
　＜評価＞
　前記作成した円偏光板１～６について、幅手中央部および端部より５０ｍｍの箇所を１
５ｍｍ角のサンプル片として切出した。次いで、有機ＥＬパネルを搭載する携帯電話ＧＡ
ＬＡＸＹ　Ｓ（（株）Ｓａｍｓｕｎｇ電子製）についていた表面フィルムを剥がし、前記
切り出した円偏光板１～６の中央部および端部のサンプル片を貼り付けた。
【０３４２】
　＜外光反射率の測定＞
　この有機ＥＬ表示装置の中央部および端部のサンプル片を貼りつけた箇所について、分
光測色計（ＣＭ－２５００ｄ）を用いて４８０ｎｍの波長における外光反射率を各々測定
し、中央部と端部にあたる箇所で外光反射率の比率を算出した。
【０３４３】
　＜色味変化の評価尺度＞
　さらに、上記の有機ＥＬ表示装置の中央部及び端部のサンプル片を貼り付けた箇所の色
味の違いを下記の基準で目視評価した。
◎：貼り付けたサンプル片の箇所ごとの色味に違いは見られない
○：貼り付けたサンプル片の箇所ごとに色味にわずかな違いが見られるが問題ないレベル
△：貼り付けたサンプル片の箇所ごとに色味に違いがあるが使用可能なレベル
×：貼り付けたサンプル片の箇所ごとに色味違いが大きく製品として使用できないレベル
【０３４４】
　以上の評価結果を表２に示す。
【０３４５】
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【表２】

【０３４６】
　上表から、本発明に係る製造方法により得られた長尺延伸フィルムは、幅手方向の配光
角が、非常に均一であり、それを用いた円偏光板および有機ＥＬ表示装置は、幅手に均一
な外光反射特性を持ち、色味変化が抑制された優れた表示装置を得ることができることが
分かる。
【産業上の利用可能性】
【０３４７】
　本発明によれば、斜め延伸を行う際のボウイングの発生を効果的に抑制し、遅相軸傾斜
角度の幅手均一性に優れた長尺延伸フィルムの製造方法が提供される。また、このような
製造方法により得られた長尺延伸フィルムを用いれば、長尺状の偏光フィルムとロール・
トゥ・ロールで貼り合わせることで、円偏光板を得ることができる。このため、生産性や
歩留まりを大幅に改善できるとともに、得られた円偏光板を用いたディスプレイ装置にお
いては、優れた色味の均一性を示す。
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